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１．概要

令和元年6月に改正された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」第22条に基づ
き、令和2年1月に「発注関係事務の運用に関する指針」(以下、運用指針という)が策定

された。運用指針において、国は、本指針に基づき発注関係事務が適切に実施されて
いるかについて定期的に調査を行い、その結果をとりまとめ、公表することとされている。

関東ブロック発注者協議会では、発注者が自らの取り組み状況を客観的に把握するた
め、運用指針で定められている発注関係事務に関する項目から「新・全国統一指標」及
び「関東ブロック独自指標」を設定し目標値を定めた。

本資料は、「新・全国統一指標」及び「関東ブロック独自指標」の目標値をとりまとめた
ものであり、今後の発注関係事務の取り組みの向上のために活用していくものである。

１－１ 背景・目的
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１．概要

●４７１機関
国 ：１７機関
特殊法人等：２５法人
地方公共団体：１都８県、５政令市、４１５区市町村

１－２ 対象機関
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機関名

関東管区警察局

科学警察研究所

皇宮警察本部

東京都警察情報通信部

関東財務局

関東信越国税局

東京国税局

関東農政局

関東森林管理局

関東地方整備局

関東運輸局

東京航空局

国土技術政策総合研究所

関東地方環境事務所

北関東防衛局

南関東防衛局

東京高等裁判所

国

機関名

東日本高速道路（株）関東支社

中日本高速道路（株）東京支社

首都高速道路（株）

成田国際空港（株）

日本中央競馬会

（国研）科学技術振興機構

（独）国際協力機構

（独）国立科学博物館

（独）国立女性教育会館

（独）国立美術館　国立西洋美術館

（独）国立文化財機構　東京国立博物館

（独）国立文化財機構　東京文化財研究所

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構

（独）中小企業基盤整備機構

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構　東京支社

（独）都市再生機構

（独）日本学生支援機構

（独）日本芸術文化振興会

（国研）日本原子力研究開発機構

（独）日本スポーツ振興センター

（独）水資源機構

（独）労働者健康安全機構

（国研）産業技術総合研究所

（独）製品評価技術基盤機構

地方共同法人　日本下水道事業団

特
殊
法
人
等

機関名

茨城県 

栃木県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県

山梨県

長野県

さいたま市

千葉市

横浜市

川崎市

相模原市

都
県

政
令
市

機関名 区市町村数

茨城県（市町村） 44

栃木県（市町村） 25

群馬県（市町村） 35

埼玉県（市町村） 62

千葉県（市町村） 53

東京都（区市町村） 62

神奈川県（市町村） 30

山梨県（市町村） 27

長野県（市町村） 77

都
県

（
区
市
町
村

）
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１－３ 項目と指標分類(工事)
指標 定義 指標分類 備考等

地域平準化率

地域平準化率：年度の工事平均稼働件数と４～６月期
の工事平均稼働件数※との比率
対象：契約金額５００万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの

地域平準化率
（４～６月期の工事平均稼働件数/年度の工事平均稼働
件数）

「一般財団法人 日本建設情報総合センターコリ
ンズ・テクリスセンター」登録データを活用

週休２日対象工事の実施状況

発注工事に対する週休２日対象工事の割合
週休2日対象工事件数：週休２日が確保できる工期設定
や積算における補正係数の設定等により、現場閉所・
交替制を問わずに4週8休以上の確保を促進するための
工事のうち、対象期間中に公告等の発注手続きを行っ
た件数。
全工事件数：対象期間中に公告等の発注手続きを行っ
た全ての工事の件数。
対象期間とは当該年度（4月1日～3月31日）をいう。

(週休2日対象工事件数(公告等))/(全工事件数(公告等)) アンケート調査

低入札価格調査基準又は最低
制限価格の設定状況

発注工事に対する低入札価格調査基準又は最低制限価
格の設定割合
対象：契約金額２５０万円以上の工事(随意契約を除
く)

(低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札
件数)／（年度の工事発注件数）

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関
する法律に基づく入札・契約手続に関する実態
調査」データを活用

最新の積算基準の適用
状況及び基準対象外の際
の対応状況
（見積もり等の活用）

・最新の積算基準：１年※１以内に更新されている積算
基準
（※１は営繕の場合は２年）
・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見
積もり等により積算するルールを整備し運用している
か

a：最新の積算基準を適用※２し、かつ、基準範囲外の
    場合の一定のルールを整備し活用

b：最新の積算基準を適用※２しているが、基準範囲外
    の場合の一定のルールは整備していない
c：その他
（※２他団体の積算基準を適用している場合を含む）

アンケート調査【継続】

設計変更ガイドラインの
策定・活用状況

関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や
請負金額に影響のある内容について条件明示をし、条
件の変更があった場合には、変更内容に基づき、変更
を行っているか。

a：設計変更ガイドラインを策定、活用し、これに基づ
  き設計変更を実施
b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じ
  て設計変更を実施
c：設計変更を実施していない

アンケート調査【継続】


表素材（局長レク後修正）

		指標 シヒョウ		定義 テイギ		指標分類 シヒョウブンルイ		備考等 ビコウトウ

		地域平準化率 チイキヘイジュンカリツ		地域平準化率：年度の工事平均稼働件数と４～６月期の工事平均稼働件数※との比率
対象：契約金額５００万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの チイキヘイジュンカリツネンドコウジヘイキンカドウケンスウガツキコウジヘイキンカドウケンスウヒリツタイショウケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジカドウケンスウトウガイツキコウキフク		地域平準化率
（４～６月期の工事平均稼働件数/年度の工事平均稼働件数） チイキヘイジュンカリツガツキコウジヘイキンカドウケンスウネンドコウジヘイキンカドウケンスウ		「一般財団法人 日本建設情報総合センターコリンズ・テクリスセンター」登録データを活用 イッパンザイダンホウジンニホンケンセツジョウホウソウゴウトウロクカツヨウ

		週休２日対象工事の実施状況 シュウキュウニチタイショウコウジジッシジョウキョウ		発注工事に対する週休２日対象工事の割合
週休2日対象工事件数：週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等により、現場閉所・交替制を問わずに4週8休以上の確保を促進するための工事のうち、対象期間中に公告等の発注手続きを行った件数。
全工事件数：対象期間中に公告等の発注手続きを行った全ての工事の件数。
対象期間とは当該年度（4月1日～3月31日）をいう。 ハッチュウコウジタイシュウキュウニチタイショウコウジワリアイシュウキュウニチタイショウコウジケンスウタイショウキカン		(週休2日対象工事件数(公告等))/(全工事件数(公告等)) シュウキュウニチタイショウコウジケンスウコウコクトウゼンコウジケンスウ		アンケート調査 チョウサ

		低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 テイニュウサツカカクチョウサキジュンマタサイテイセイゲンカカクセッテイジョウキョウ		発注工事に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合
対象：契約金額２５０万円以上の工事(随意契約を除く) ハッチュウコウジタイヒクニュウサツカカクチョウサキジュンマタサイテイセイゲンカカクセッテイワリアイタイショウケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジズイイケイヤクノゾ		(低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札件数)／（年度の工事発注件数） テイニュウサツカカクチョウサキジュンマタサイテイセイゲンカカクセッテイニュウサツケンスウネンドコウジハッチュウケンスウ		「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に基づく入札・契約手続に関する実態調査」データを活用 コウキョウコウジニュウサツオヨケイヤクテキセイカソクシンカンホウリツモトニュウサツケイヤクテツヅキカンジッタイチョウサカツヨウ

		最新の積算基準の適用
状況及び基準対象外の際
の対応状況
（見積もり等の活用） サイシンセキサンキジュンテキヨウジョウキョウオヨキジュンタイショウガイサイタイオウジョウキョウミツトウカツヨウ		・最新の積算基準：１年※１以内に更新されている積算基準
（※１は営繕の場合は２年）
・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積もり等により積算するルールを整備し運用しているか サイシンセキサンキジュンネンイナイコウシンセキサンキジュンエイゼンバアイネンキジュンタイショウガイショウキボセコウサイタイオウジョウキョウミツトウセキサンセイビウンヨウ		a：最新の積算基準を適用※２し、かつ、基準範囲外の 
    場合の一定のルールを整備し活用
b：最新の積算基準を適用※２しているが、基準範囲外
    の場合の一定のルールは整備していない
c：その他
（※２他団体の積算基準を適用している場合を含む） サイシンセキサンキジュンイッテイホカダンタイセキサンキジュンテキヨウ		アンケート調査【継続】 チョウサケイゾク

		設計変更ガイドラインの
策定・活用状況 セッケイヘンコウサクテイカツヨウジョウキョウ		関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影響のある内容について条件明示をし、条件の変更があった場合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。 カンケイキカンキョウギヨウチアンゼンタイサクカンキョウタイサクトウコウテイウケオイキンガクカゲヒビキナイヨウジョウケンメイジジョウケンヘンコウバアイヘンコウナイヨウモトズヘンコウオコナ		a：設計変更ガイドラインを策定、活用し、これに基づ
  き設計変更を実施
b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じ
  て設計変更を実施
c：設計変更を実施していない セッケイヘンコウサクテイカツヨウモトズセッケイヘンコウジッシセッケイヘンコウミサクテイヒツヨウオウセッケイヘンコウジッシセッケイヘンコウジッシ		アンケート調査【継続】 チョウサケイゾク





表素材※平準化注記削除

		

				指標 シヒョウ		定義 テイギ		指標分類 シヒョウブンルイ		備考等 ビコウトウ

				①最新の積算基準の適用
状況及び基準対象外の際
の対応状況
（見積もり等の活用） サイシンセキサンキジュンテキヨウジョウキョウオヨキジュンタイショウガイサイタイオウジョウキョウミツトウカツヨウ		・最新の積算基準：１年※１以内に更新されている積算基準
（※１は営繕の場合は２年）
・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積もり等により積算する要領を整備し運用しているか サイシンセキサンキジュンネンイナイコウシンセキサンキジュンエイゼンバアイネンキジュンタイショウガイショウキボセコウサイタイオウジョウキョウミツトウセキサンヨウリョウセイビウンヨウ		a：最新の積算基準を適用※２し、かつ、基準範囲外の場合の要領※３を整備し活用
b：最新の積算基準を適用※２しているが、基準範囲外の場合の要領※３は整備していない
c：その他
（※２他団体の積算基準を適用している場合を含む）
（※３基準以外に一定のルールを定めている場合を含む） サイシンセキサンキジュンホカダンタイセキサンキジュンテキヨウ		アンケート調査

【調査対象年度：H28年度】 チョウサチョウサタイショウネンドネンド

				②単価の更新頻度 タンカコウシンヒンド		使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。
※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。 シヨウシザイザイリョウタンカコウシンカクニンヒンドタイショウブッカシリョウケイサイ		a：最新単価（１ヶ月以上経過したものでも最新であれば
該当）b：３ヶ月以内、c：６ヶ月以内、d：１２ヶ月以内、e：それ以上 サイシンタンカゲツイジョウケイカサイシンガイトウゲツイナイゲツイナイゲツイナイイジョウ		アンケート調査

【調査対象年度：H28年度】 チョウサ

				③設計変更ガイドラインの
策定・活用状況 セッケイヘンコウサクテイカツヨウジョウキョウ		関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影響のある内容について条件明示をし、条件の変更があった場合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。 カンケイキカンキョウギヨウチアンゼンタイサクカンキョウタイサクトウコウテイウケオイキンガクカゲヒビキナイヨウジョウケンメイジジョウケンヘンコウバアイヘンコウナイヨウモトズヘンコウオコナ		a設計変更ガイドラインを策定、活用し、これに基づき設計変更を実地
b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変更を実施
c：設計変更を実施していない セッケイヘンコウサクテイカツヨウモトズセッケイヘンコウジッチセッケイヘンコウミサクテイヒツヨウオウセッケイヘンコウジッシセッケイヘンコウジッシ		アンケート調査

【調査対象年度：H27,H28年度】 チョウサ

				④設計変更の実施工事率 セッケイヘンコウジッシコウジリツ		当該年度に完了した工事（最終契約金額５００万円以上の工事）のうち、設計変更を行った工事（精算変更含む）の比率 トウガイネンドカンリョウコウジサイシュウケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジセッケイヘンコウオコナコウジセイサンヘンコウフクヒリツ		設計変更の実施工事率
（当該年度に設計変更を行った工事/当該年度に完了した工事（最終契約金額５００万円以上の工事）） セッケイヘンコウジッシコウジリツトウガイネンドセッケイヘンコウオコナコウジトウガイネンドカンリョウコウジサイシュウケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジ		工事実績情報システム（コリンズ）登録データベースより

【調査対象年度：H27,H28年度】 コウジジッセキジョウホウトウロク

				⑤平準化率 ヘイジュンカリツ		平準化率：年度の平均稼働件数・金額と４～６月期の平均稼働件数・金額※との比率
対象：契約金額５００万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの
稼働金額：最終契約金額（工期中のものは当初契約金額）を工期月数で除した金額を足しあわせたもの ヘイジュンカリツネンドヘイキンカドウケンスウキンガクガツキヘイキンカドウケンスウキンガクヒリツタイショウケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジカドウケンスウトウガイツキコウキフクカドウキンガクサイシュウケイヤクキンガクコウキチュウケイヤクキンガクコウキツキスウジョキンガクタ		平準化率
（４～６月期の平均稼働件数・金額/年度の平均稼働件数・金額） ヘイジュンカリツガツキヘイキンカドウケンスウキンガクネンドヘイキンカドウケンスウキンガク		工事実績情報システム（コリンズ）登録データベースより

【調査対象年度：H28年度】 コウジジッセキジョウホウトウロク





Sheet1

		

				指標 シヒョウ		定義 テイギ		指標分類 シヒョウブンルイ		備考等 ビコウトウ

				①最新の積算基準の適用
状況及び基準対象外の際
の対応状況（見積もり等の活用） サイシンセキサンキジュンテキヨウジョウキョウオヨキジュンタイショウガイサイタイオウジョウキョウミツトウカツヨウ		・最新の積算基準：１年※１以内に更新されている積算基準
（※１は営繕の場合は２年）
・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積もり等により積算する要領を整備し運用しているか サイシンセキサンキジュンネンイナイコウシンセキサンキジュンエイゼンバアイネンキジュンタイショウガイショウキボセコウサイタイオウジョウキョウミツトウセキサンヨウリョウセイビウンヨウ		a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要領※２を整備し活用
b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の要領※２は整備していない
c：その他
（※２基準以外に一定のルールを定めている場合を含む） サイシンセキサンキジュン		発注協による各委員へ前年度の取り組みがa～cのどれに該当するかをアンケートする ハッチュウキョウカクイインゼンネンドトクガイトウ

				②単価の更新頻度 タンカコウシンヒンド		使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。
※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。 シヨウシザイザイリョウタンカコウシンカクニンヒンドタイショウブッカシリョウケイサイ		a：最新単価（１ヶ月以上経過したものでも最新であれば
該当）b：３ヶ月以内、c：６ヶ月以内、d：１２ヶ月以
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策定・活用状況 セッケイヘンコウサクテイカツヨウジョウキョウ		関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影響のある内容について条件明示をし、条件の変更があった場合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。 カンケイキカンキョウギヨウチアンゼンタイサクカンキョウタイサクトウコウテイウケオイキンガクカゲヒビキナイヨウジョウケンメイジジョウケンヘンコウバアイヘンコウナイヨウモトズヘンコウオコナ		aガイドラインを策定、活用し、これに基づき設計変更を実地
b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変更を実施
c：設計変更を実施していない サクテイカツヨウモトズセッケイヘンコウジッチセッケイヘンコウミサクテイヒツヨウオウセッケイヘンコウジッシセッケイヘンコウジッシ		入契法調査を活用 イチギリホウチョウサカツヨウ

				④設計変更の実施工事率 セッケイヘンコウジッシコウジリツ		当該年度に完了した工事（契約金額５００万円以上の工事）のうち、設計変更を行った工事（精算変更含む）の比率 トウガイネンドカンリョウコウジケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジセッケイヘンコウオコナコウジセイサンヘンコウフクヒリツ		a：７５％以上
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指標定義指標分類備考等


①最新の積算基準の適用


状況及び基準対象外の際


の対応状況（見積もり等の活


用）


・最新の積算基準：１年※１以内に更新されている積算基準


（※１は営繕の場合は２年）


・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積もり等によ


り積算する要領を整備し運用しているか


a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要


領※２を整備し活用


b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の


要領※２は整備していない


c：その他


（※２基準以外に一定のルールを定めている場合を含む）


発注協による各委員へ前年


度の取り組みがa～cのどれ


に該当するかをアンケートす


る


②単価の更新頻度


使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。


※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。


a：最新単価（１ヶ月以上経過したものでも最新であれば


該当）b：３ヶ月以内、c：６ヶ月以内、d：１２ヶ月以


内、e：それ以上


発注協による各委員へ前年


度の取り組みがa～cのどれ


に該当するかをアンケートす


るよる


③設計変更ガイドラインの


策定・活用状況


関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額


に影響のある内容について条件明示をし、条件の変更があった場


合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。


aガイドラインを策定、活用し、これに基づき設計変更を実地


b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変


更を実施


c：設計変更を実施していない


入契法調査を活用


④設計変更の実施工事率


当該年度に完了した工事（契約金額５００万円以上の工事）のう


ち、設計変更を行った工事（精算変更含む）の比率


設計変更の実施工事率


（当該年度に設計変更を行った工事/当該年度に完了した工


事（契約金額５００万円以上の工事））


JACIC（コリンズデータ）より


⑤平準化率


平準化率：年度の平均稼働件数・金額と４～６月期の平均稼働件


数・金額※との比率


対象：契約金額５００万円以上の工事


稼働件数：当該月に工期が含まれるもの


稼働金額：最終契約金額（工期中のものは当初契約金額）を工期


月数で除した金額を足しあわせたもの


※４～６月期が閑散期（最も数値が低い３ヶ月）とならない場合


は、連続する３ヶ月間で最も低い平均値となる期間の値を分子と


することができる。


平準化率


（４～６月期の平均稼働件数・金額/年度のへ金稼働件数・金


額）


JACIC（コリンズデータ）より
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指標（案）定義


指標分類（案）※


※設計変更実施率、平準化率については、


コリンズデータの結果を踏まえて設定


備考等


（参考）


国土交通省直轄


①最新の積算基準の適用


状況及び基準対象外の際


の対応状況（見積り等の活


用）


・最新の積算基準：１年※1以内に更新されている積算基準


（※１：営繕の場合は2年）


・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積り等により積算


する要領を整備し運用しているか


a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場


合の要領※2を整備し活用


b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の


場合の要領※2は整備していない


c：その他


（※２：基準以外に一定のルールを定めている場合を


含む）


発注協による各委員へ前


年度の取り組みがa～cのど


れに該当するかをアンケー


トする


a


（毎年、積算基準の改定を


実施）


②単価の更新頻度


使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。


※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。


a：最新単価（1ヶ月以上経過したものでも最新であれ


ば該当）、b：3ヶ月以内、c：6ヶ月以内、d：12ヶ月以


内、e：それ以上


発注協による各委員へ前


年度の取り組みがa～cのど


れに該当するかをアンケー


トする


a


（使用する単価を毎月更


新）


③設計変更ガイドラインの


策定・活用状況


関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影


響のある内容について条件明示をし、条件の変更があった場合には、


変更内容に基づき、変更を行っているか。


aガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を


実施


b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて


設計変更を実施


c：設計変更を実施していない


入契法調査を活用


a


（H27年度品確法の趣旨を


踏まえ、全地整でガイドライ


ンを改定）


④設計変更の実施工事率


当該年度に完了した工事（契約金額500万円以上の工事）のうち、設計


変更を行った工事（精算変更含む）の比率


【素案（別途設定）】


a：75%以上


b：50～75%


c：25～50%


d：0～25%


e：設計変更を行っていない


JACIC（コリンズデータ）より


提供可能（注１）


集計中


⑤平準化率


平準化率：年度の平均稼働件数・金額と4～6月期の平均稼働件数・金


額※との比率


対象：契約金額500万円以上の工事


稼働件数：当該月に工期が含まれるもの


稼働金額：最終契約金額（工期中のものは当初契約金額）を工期月数


で除した金額を足し合わせたもの


※4～6月期が閑散期（最も数値が低い3ヶ月間）とならない場合は、連


続する3ヶ月間で最も低い平均値となる期間の値を分子とすることがで


きる。


【素案（別途設定）】


平準化率


（4～6月期の平均稼働件数・金額


/年度の平均稼働件数・金額）


a:0.9以上、b:0.9～0.8、


c:0.8～0.7、d:0.7～0.6、


e:0.6以下


JACIC（コリンズデータ）より


提供可能（注２）


H27年度


件数ベース：0.86


金額ベース：0.93


※国土交通省調べ(港湾空


港関係を除く)






１．概要
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１－３ 項目と指標分類(業務)

指標 定義 指標分類 備考等

地域平準化率

発注業務の第4四半期履行期限設定割合
対象：１００万円以上の業務
稼働件数：当該年度に稼働（繰越、翌債等次年度
にも渡る業務を含む）

（第4四半期[1～3月]に完了する業務件数）／（年
度の業務稼働件数）

測量・地質調査・調査設計・発注者支援業
務：業務実績情報システム(テクリス)に登
録されたデータを活用
営繕業務：公共建築設計者情報システム
（PUBDIS）に登録されたデータを活用

低入札価格調査基準又は最
低制限価格の設定状況

発注業務に対する低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定割合
対象：契約金額１００万円以上の業務(随意契約を
除く)

（低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定し
た入札件数）／（年度の発注業務数）

 発注関係事務の運用に関する指針に基づ
く調査等の業務に関する調査データ（本省
実施）を活用

ウィークリースタンスの実
施

業務成果の品質が適切に確保されるよう、適正な
業務執行を図るため、ウィークリースタンスの適
用等により業務環境改善方策の取り組みが実施さ
れているか

a：ウィークリースタンスに関する指針等の一定の

    ルール※１を整備し、かつ、取り組みを実施
b：ウィークリースタンスに関する指針等の一定の

    ルール※１を整備していないが、取り組みを実施
c：実施していない
（※１他団体の指針等を適用している場合を含
む）

アンケート調査


表素材（局長レク後修正）

		指標 シヒョウ		定義 テイギ		指標分類 シヒョウブンルイ		備考等 ビコウトウ

		地域平準化率		発注業務の第4四半期履行期限設定割合
対象：１００万円以上の業務
稼働件数：当該年度に稼働（繰越、翌債等次年度にも渡る業務を含む） ハッチュウギョウムダイシハンキリコウキゲンセッテイワリアイタイショウマンエンイジョウギョウムカドウケンスウトウガイネンドカドウクリコシヨクサイトウジネンドワタギョウムフク		（第4四半期[1～3月]に完了する業務件数）／（年度の業務稼働件数） ダイシハンキガツカンリョウギョウムケンスウネンドギョウムカドウケンスウ		測量・地質調査・調査設計・発注者支援業務：業務実績情報システム(テクリス)に登録されたデータを活用
営繕業務：公共建築設計者情報システム（PUBDIS）に登録されたデータを活用 ソクリョウチシツチョウサチョウサセッケイハッチュウシャシエンギョウムギョウムジッセキジョウホウトウロクカツヨウエイゼンギョウムトウロクカツヨウ

		低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況		発注業務に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合
対象：契約金額１００万円以上の業務(随意契約を除く) ハッチュウギョウムタイテイニュウサツカカクチョウサキジュンマタサイテイセイゲンカカクセッテイワリアイタイショウケイヤクキンガクマンエンイジョウギョウムズイイケイヤクノゾ		（低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札件数）／（年度の発注業務数） テイニュウサツカカクチョウサキジュンマタサイテイセイゲンカカクセッテイニュウサツケンスウネンドハッチュウギョウムスウ		発注関係事務の運用に関する指針に基づく調査等の業務に関する調査データ（本省実施）を活用 ハッチュウカンケイジムウンヨウカンシシンモトチョウサナドギョウムカンチョウサホンショウジッシカツヨウ

		ウィークリースタンスの実施		業務成果の品質が適切に確保されるよう、適正な業務執⾏を図るため、ウィークリースタンスの適⽤等により業務環境改善方策の取り組みが実施されているか ジッシ		a：ウィークリースタンスに関する指針等の一定の
    ルール※１を整備し、かつ、取り組みを実施
b：ウィークリースタンスに関する指針等の一定の
    ルール※１を整備していないが、取り組みを実施
c：実施していない
（※１他団体の指針等を適用している場合を含む） カンシシントウイッテイセイビトクジッシジッシシシントウ		アンケート調査 チョウサ





表素材※平準化注記削除

		

				指標 シヒョウ		定義 テイギ		指標分類 シヒョウブンルイ		備考等 ビコウトウ

				①最新の積算基準の適用
状況及び基準対象外の際
の対応状況
（見積もり等の活用） サイシンセキサンキジュンテキヨウジョウキョウオヨキジュンタイショウガイサイタイオウジョウキョウミツトウカツヨウ		・最新の積算基準：１年※１以内に更新されている積算基準
（※１は営繕の場合は２年）
・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積もり等により積算する要領を整備し運用しているか サイシンセキサンキジュンネンイナイコウシンセキサンキジュンエイゼンバアイネンキジュンタイショウガイショウキボセコウサイタイオウジョウキョウミツトウセキサンヨウリョウセイビウンヨウ		a：最新の積算基準を適用※２し、かつ、基準範囲外の場合の要領※３を整備し活用
b：最新の積算基準を適用※２しているが、基準範囲外の場合の要領※３は整備していない
c：その他
（※２他団体の積算基準を適用している場合を含む）
（※３基準以外に一定のルールを定めている場合を含む） サイシンセキサンキジュンホカダンタイセキサンキジュンテキヨウ		アンケート調査

【調査対象年度：H28年度】 チョウサチョウサタイショウネンドネンド

				②単価の更新頻度 タンカコウシンヒンド		使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。
※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。 シヨウシザイザイリョウタンカコウシンカクニンヒンドタイショウブッカシリョウケイサイ		a：最新単価（１ヶ月以上経過したものでも最新であれば
該当）b：３ヶ月以内、c：６ヶ月以内、d：１２ヶ月以内、e：それ以上 サイシンタンカゲツイジョウケイカサイシンガイトウゲツイナイゲツイナイゲツイナイイジョウ		アンケート調査

【調査対象年度：H28年度】 チョウサ

				③設計変更ガイドラインの
策定・活用状況 セッケイヘンコウサクテイカツヨウジョウキョウ		関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影響のある内容について条件明示をし、条件の変更があった場合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。 カンケイキカンキョウギヨウチアンゼンタイサクカンキョウタイサクトウコウテイウケオイキンガクカゲヒビキナイヨウジョウケンメイジジョウケンヘンコウバアイヘンコウナイヨウモトズヘンコウオコナ		a設計変更ガイドラインを策定、活用し、これに基づき設計変更を実地
b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変更を実施
c：設計変更を実施していない セッケイヘンコウサクテイカツヨウモトズセッケイヘンコウジッチセッケイヘンコウミサクテイヒツヨウオウセッケイヘンコウジッシセッケイヘンコウジッシ		アンケート調査

【調査対象年度：H27,H28年度】 チョウサ

				④設計変更の実施工事率 セッケイヘンコウジッシコウジリツ		当該年度に完了した工事（最終契約金額５００万円以上の工事）のうち、設計変更を行った工事（精算変更含む）の比率 トウガイネンドカンリョウコウジサイシュウケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジセッケイヘンコウオコナコウジセイサンヘンコウフクヒリツ		設計変更の実施工事率
（当該年度に設計変更を行った工事/当該年度に完了した工事（最終契約金額５００万円以上の工事）） セッケイヘンコウジッシコウジリツトウガイネンドセッケイヘンコウオコナコウジトウガイネンドカンリョウコウジサイシュウケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジ		工事実績情報システム（コリンズ）登録データベースより

【調査対象年度：H27,H28年度】 コウジジッセキジョウホウトウロク

				⑤平準化率 ヘイジュンカリツ		平準化率：年度の平均稼働件数・金額と４～６月期の平均稼働件数・金額※との比率
対象：契約金額５００万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの
稼働金額：最終契約金額（工期中のものは当初契約金額）を工期月数で除した金額を足しあわせたもの ヘイジュンカリツネンドヘイキンカドウケンスウキンガクガツキヘイキンカドウケンスウキンガクヒリツタイショウケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジカドウケンスウトウガイツキコウキフクカドウキンガクサイシュウケイヤクキンガクコウキチュウケイヤクキンガクコウキツキスウジョキンガクタ		平準化率
（４～６月期の平均稼働件数・金額/年度の平均稼働件数・金額） ヘイジュンカリツガツキヘイキンカドウケンスウキンガクネンドヘイキンカドウケンスウキンガク		工事実績情報システム（コリンズ）登録データベースより

【調査対象年度：H28年度】 コウジジッセキジョウホウトウロク
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				指標 シヒョウ		定義 テイギ		指標分類 シヒョウブンルイ		備考等 ビコウトウ

				①最新の積算基準の適用
状況及び基準対象外の際
の対応状況（見積もり等の活用） サイシンセキサンキジュンテキヨウジョウキョウオヨキジュンタイショウガイサイタイオウジョウキョウミツトウカツヨウ		・最新の積算基準：１年※１以内に更新されている積算基準
（※１は営繕の場合は２年）
・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積もり等により積算する要領を整備し運用しているか サイシンセキサンキジュンネンイナイコウシンセキサンキジュンエイゼンバアイネンキジュンタイショウガイショウキボセコウサイタイオウジョウキョウミツトウセキサンヨウリョウセイビウンヨウ		a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要領※２を整備し活用
b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の要領※２は整備していない
c：その他
（※２基準以外に一定のルールを定めている場合を含む） サイシンセキサンキジュン		発注協による各委員へ前年度の取り組みがa～cのどれに該当するかをアンケートする ハッチュウキョウカクイインゼンネンドトクガイトウ

				②単価の更新頻度 タンカコウシンヒンド		使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。
※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。 シヨウシザイザイリョウタンカコウシンカクニンヒンドタイショウブッカシリョウケイサイ		a：最新単価（１ヶ月以上経過したものでも最新であれば
該当）b：３ヶ月以内、c：６ヶ月以内、d：１２ヶ月以
内、e：それ以上 サイシンタンカゲツイジョウケイカサイシンガイトウゲツイナイゲツイナイゲツイナイイジョウ		発注協による各委員へ前年度の取り組みがa～cのどれに該当するかをアンケートするよる ハッチュウキョウカクイインゼンネンドトクガイトウ

				③設計変更ガイドラインの
策定・活用状況 セッケイヘンコウサクテイカツヨウジョウキョウ		関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影響のある内容について条件明示をし、条件の変更があった場合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。 カンケイキカンキョウギヨウチアンゼンタイサクカンキョウタイサクトウコウテイウケオイキンガクカゲヒビキナイヨウジョウケンメイジジョウケンヘンコウバアイヘンコウナイヨウモトズヘンコウオコナ		aガイドラインを策定、活用し、これに基づき設計変更を実地
b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変更を実施
c：設計変更を実施していない サクテイカツヨウモトズセッケイヘンコウジッチセッケイヘンコウミサクテイヒツヨウオウセッケイヘンコウジッシセッケイヘンコウジッシ		入契法調査を活用 イチギリホウチョウサカツヨウ

				④設計変更の実施工事率 セッケイヘンコウジッシコウジリツ		当該年度に完了した工事（契約金額５００万円以上の工事）のうち、設計変更を行った工事（精算変更含む）の比率 トウガイネンドカンリョウコウジケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジセッケイヘンコウオコナコウジセイサンヘンコウフクヒリツ		a：７５％以上
b：５０～７５％
c：２５～５０％
ｄ：０～２５％
e：設計変更を行っていない イジョウセッケイヘンコウオコナ		JACIC（コリンズデータ）より

				⑤平準化率 ヘイジュンカリツ		平準化率：年度の平均稼働件数・金額と４～６月期の平均稼働件数・金額※との比率
対象：契約金額５００万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの
稼働金額：最終契約金額（工期中のものは当初契約金額）を工期月数で除した金額を足しあわせたもの
※４～６月期が閑散期（最も数値が低い３ヶ月）とならない場合は、連続する３ヶ月間で最も低い平均値となる期間の値を分子とすることができる。 ヘイジュンカリツネンドヘイキンカドウケンスウキンガクガツキヘイキンカドウケンスウキンガクヒリツタイショウケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジカドウケンスウトウガイツキコウキフクカドウキンガクサイシュウケイヤクキンガクコウキチュウケイヤクキンガクコウキツキスウジョキンガクタガツキカンサンキモットスウチヒクゲツバアイレンゾクゲツカンモットヒクヘイキンチキカンアタイブンシ		平準化率
（４～６月期の平均稼働件数・金額/年度のへ金稼働件数・金額）
a：０．９以上、b：０．９～０．８、
c：０．８～０．７、ｄ：０．７～０．６、
e：０．６以下 ヘイジュンカリツガツキヘイキンカドウケンスウキンガクネンドキンカドウケンスウキンガクイジョウイカ		JACIC（コリンズデータ）より

				指標 シヒョウ		定義 テイギ		指標分類 シヒョウブンルイ		備考等 ビコウトウ

				①最新の積算基準の適用
状況及び基準対象外の際
の対応状況（見積もり等の活用） サイシンセキサンキジュンテキヨウジョウキョウオヨキジュンタイショウガイサイタイオウジョウキョウミツトウカツヨウ		・最新の積算基準：１年※１以内に更新されている積算基準
（※１は営繕の場合は２年）
・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積もり等により積算する要領を整備し運用しているか サイシンセキサンキジュンネンイナイコウシンセキサンキジュンエイゼンバアイネンキジュンタイショウガイショウキボセコウサイタイオウジョウキョウミツトウセキサンヨウリョウセイビウンヨウ		a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要領※２を整備し活用
b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の要領※２は整備していない
c：その他
（※２基準以外に一定のルールを定めている場合を含む） サイシンセキサンキジュン		アンケート調査 チョウサ

				②単価の更新頻度 タンカコウシンヒンド		使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。
※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。 シヨウシザイザイリョウタンカコウシンカクニンヒンドタイショウブッカシリョウケイサイ		a：最新単価（１ヶ月以上経過したものでも最新であれば
該当）b：３ヶ月以内、c：６ヶ月以内、d：１２ヶ月以
内、e：それ以上 サイシンタンカゲツイジョウケイカサイシンガイトウゲツイナイゲツイナイゲツイナイイジョウ		アンケート調査 チョウサ

				③設計変更ガイドラインの
策定・活用状況 セッケイヘンコウサクテイカツヨウジョウキョウ		関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影響のある内容について条件明示をし、条件の変更があった場合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。 カンケイキカンキョウギヨウチアンゼンタイサクカンキョウタイサクトウコウテイウケオイキンガクカゲヒビキナイヨウジョウケンメイジジョウケンヘンコウバアイヘンコウナイヨウモトズヘンコウオコナ		aガイドラインを策定、活用し、これに基づき設計変更を実地
b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変更を実施
c：設計変更を実施していない サクテイカツヨウモトズセッケイヘンコウジッチセッケイヘンコウミサクテイヒツヨウオウセッケイヘンコウジッシセッケイヘンコウジッシ		入契法調査・アンケート調査 イチギリホウチョウサチョウサ

				④設計変更の実施工事率 セッケイヘンコウジッシコウジリツ		当該年度に完了した工事（契約金額５００万円以上の工事）のうち、設計変更を行った工事（精算変更含む）の比率 トウガイネンドカンリョウコウジケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジセッケイヘンコウオコナコウジセイサンヘンコウフクヒリツ		設計変更の実施工事率
（当該年度に設計変更を行った工事/当該年度に完了した工事（契約金額５００万円以上の工事）） セッケイヘンコウジッシコウジリツトウガイネンドセッケイヘンコウオコナコウジトウガイネンドカンリョウコウジケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジ		JACIC（コリンズデータ）より

				⑤平準化率 ヘイジュンカリツ		平準化率：年度の平均稼働件数・金額と４～６月期の平均稼働件数・金額※との比率
対象：契約金額５００万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの
稼働金額：最終契約金額（工期中のものは当初契約金額）を工期月数で除した金額を足しあわせたもの
※４～６月期が閑散期（最も数値が低い３ヶ月）とならない場合は、連続する３ヶ月間で最も低い平均値となる期間の値を分子とすることができる。 ヘイジュンカリツネンドヘイキンカドウケンスウキンガクガツキヘイキンカドウケンスウキンガクヒリツタイショウケイヤクキンガクマンエンイジョウコウジカドウケンスウトウガイツキコウキフクカドウキンガクサイシュウケイヤクキンガクコウキチュウケイヤクキンガクコウキツキスウジョキンガクタガツキカンサンキモットスウチヒクゲツバアイレンゾクゲツカンモットヒクヘイキンチキカンアタイブンシ		平準化率
（４～６月期の平均稼働件数・金額/年度のへ金稼働件数・金額） ヘイジュンカリツガツキヘイキンカドウケンスウキンガクネンドキンカドウケンスウキンガク		JACIC（コリンズデータ）より
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指標定義指標分類備考等


①最新の積算基準の適用


状況及び基準対象外の際


の対応状況（見積もり等の活


用）


・最新の積算基準：１年※１以内に更新されている積算基準


（※１は営繕の場合は２年）


・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積もり等によ


り積算する要領を整備し運用しているか


a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要


領※２を整備し活用


b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の


要領※２は整備していない


c：その他


（※２基準以外に一定のルールを定めている場合を含む）


発注協による各委員へ前年


度の取り組みがa～cのどれ


に該当するかをアンケートす


る


②単価の更新頻度


使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。


※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。


a：最新単価（１ヶ月以上経過したものでも最新であれば


該当）b：３ヶ月以内、c：６ヶ月以内、d：１２ヶ月以


内、e：それ以上


発注協による各委員へ前年


度の取り組みがa～cのどれ


に該当するかをアンケートす


るよる


③設計変更ガイドラインの


策定・活用状況


関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額


に影響のある内容について条件明示をし、条件の変更があった場


合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。


aガイドラインを策定、活用し、これに基づき設計変更を実地


b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変


更を実施


c：設計変更を実施していない


入契法調査を活用


④設計変更の実施工事率


当該年度に完了した工事（契約金額５００万円以上の工事）のう


ち、設計変更を行った工事（精算変更含む）の比率


設計変更の実施工事率


（当該年度に設計変更を行った工事/当該年度に完了した工


事（契約金額５００万円以上の工事））


JACIC（コリンズデータ）より


⑤平準化率


平準化率：年度の平均稼働件数・金額と４～６月期の平均稼働件


数・金額※との比率


対象：契約金額５００万円以上の工事


稼働件数：当該月に工期が含まれるもの


稼働金額：最終契約金額（工期中のものは当初契約金額）を工期


月数で除した金額を足しあわせたもの


※４～６月期が閑散期（最も数値が低い３ヶ月）とならない場合


は、連続する３ヶ月間で最も低い平均値となる期間の値を分子と


することができる。


平準化率


（４～６月期の平均稼働件数・金額/年度のへ金稼働件数・金


額）


JACIC（コリンズデータ）より




指標定義指標分類備考等


①最新の積算基準の適用


状況及び基準対象外の際


の対応状況（見積もり等の活


用）


・最新の積算基準：１年※１以内に更新されている積算基準


（※１は営繕の場合は２年）


・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積もり等によ


り積算する要領を整備し運用しているか


a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要


領※２を整備し活用


b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の


要領※２は整備していない


c：その他


（※２基準以外に一定のルールを定めている場合を含む）


アンケート調査


②単価の更新頻度


使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。


※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。


a：最新単価（１ヶ月以上経過したものでも最新であれば


該当）b：３ヶ月以内、c：６ヶ月以内、d：１２ヶ月以


内、e：それ以上


アンケート調査


③設計変更ガイドラインの


策定・活用状況


関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額


に影響のある内容について条件明示をし、条件の変更があった場


合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。


aガイドラインを策定、活用し、これに基づき設計変更を実地


b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変


更を実施


c：設計変更を実施していない


入契法調査・アンケート調査


④設計変更の実施工事率


当該年度に完了した工事（契約金額５００万円以上の工事）のう


ち、設計変更を行った工事（精算変更含む）の比率


設計変更の実施工事率


（当該年度に設計変更を行った工事/当該年度に完了した工


事（契約金額５００万円以上の工事））


JACIC（コリンズデータ）より


⑤平準化率


平準化率：年度の平均稼働件数・金額と４～６月期の平均稼働件


数・金額※との比率


対象：契約金額５００万円以上の工事


稼働件数：当該月に工期が含まれるもの


稼働金額：最終契約金額（工期中のものは当初契約金額）を工期


月数で除した金額を足しあわせたもの


※４～６月期が閑散期（最も数値が低い３ヶ月）とならない場合


は、連続する３ヶ月間で最も低い平均値となる期間の値を分子と


することができる。


平準化率


（４～６月期の平均稼働件数・金額/年度のへ金稼働件数・金


額）


JACIC（コリンズデータ）より




指標定義指標分類備考等


①最新の積算基準の適用


状況及び基準対象外の際


の対応状況（見積もり等の活


用）


・最新の積算基準：１年※１以内に更新されている積算基準


（※１は営繕の場合は２年）


・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積もり等によ


り積算する要領を整備し運用しているか


a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要


領※２を整備し活用


b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の


要領※２は整備していない


c：その他


（※２基準以外に一定のルールを定めている場合を含む）


アンケート調査


②単価の更新頻度


使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。


※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。


a：最新単価（１ヶ月以上経過したものでも最新であれば


該当）b：３ヶ月以内、c：６ヶ月以内、d：１２ヶ月以


内、e：それ以上


アンケート調査


③設計変更ガイドラインの


策定・活用状況


関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額


に影響のある内容について条件明示をし、条件の変更があった場


合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。


aガイドラインを策定、活用し、これに基づき設計変更を実地


b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変


更を実施


c：設計変更を実施していない


入契法調査・アンケート調査


④設計変更の実施工事率


当該年度に完了した工事（契約金額５００万円以上の工事）のう


ち、設計変更を行った工事（精算変更含む）の比率


設計変更の実施工事率


（当該年度に設計変更を行った工事/当該年度に完了した工


事（契約金額５００万円以上の工事））


JACIC（コリンズデータ）より


⑤平準化率


平準化率：年度の平均稼働件数・金額と４～６月期の平均稼働件


数・金額※との比率


対象：契約金額５００万円以上の工事


稼働件数：当該月に工期が含まれるもの


稼働金額：最終契約金額（工期中のものは当初契約金額）を工期


月数で除した金額を足しあわせたもの


平準化率


（４～６月期の平均稼働件数・金額/年度のへ金稼働件数・金


額）


JACIC（コリンズデータ）より




指標（案）定義


指標分類（案）※


※設計変更実施率、平準化率については、


コリンズデータの結果を踏まえて設定


備考等


（参考）


国土交通省直轄


①最新の積算基準の適用


状況及び基準対象外の際


の対応状況（見積り等の活


用）


・最新の積算基準：１年※1以内に更新されている積算基準


（※１：営繕の場合は2年）


・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積り等により積算


する要領を整備し運用しているか


a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場


合の要領※2を整備し活用


b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の


場合の要領※2は整備していない


c：その他


（※２：基準以外に一定のルールを定めている場合を


含む）


発注協による各委員へ前


年度の取り組みがa～cのど


れに該当するかをアンケー


トする


a


（毎年、積算基準の改定を


実施）


②単価の更新頻度


使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。


※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。


a：最新単価（1ヶ月以上経過したものでも最新であれ


ば該当）、b：3ヶ月以内、c：6ヶ月以内、d：12ヶ月以


内、e：それ以上


発注協による各委員へ前


年度の取り組みがa～cのど


れに該当するかをアンケー


トする


a


（使用する単価を毎月更


新）


③設計変更ガイドラインの


策定・活用状況


関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影


響のある内容について条件明示をし、条件の変更があった場合には、


変更内容に基づき、変更を行っているか。


aガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を


実施


b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて


設計変更を実施


c：設計変更を実施していない


入契法調査を活用


a


（H27年度品確法の趣旨を


踏まえ、全地整でガイドライ


ンを改定）


④設計変更の実施工事率


当該年度に完了した工事（契約金額500万円以上の工事）のうち、設計


変更を行った工事（精算変更含む）の比率


【素案（別途設定）】


a：75%以上


b：50～75%


c：25～50%


d：0～25%


e：設計変更を行っていない


JACIC（コリンズデータ）より


提供可能（注１）


集計中


⑤平準化率


平準化率：年度の平均稼働件数・金額と4～6月期の平均稼働件数・金


額※との比率


対象：契約金額500万円以上の工事


稼働件数：当該月に工期が含まれるもの


稼働金額：最終契約金額（工期中のものは当初契約金額）を工期月数


で除した金額を足し合わせたもの


※4～6月期が閑散期（最も数値が低い3ヶ月間）とならない場合は、連


続する3ヶ月間で最も低い平均値となる期間の値を分子とすることがで


きる。


【素案（別途設定）】


平準化率


（4～6月期の平均稼働件数・金額


/年度の平均稼働件数・金額）


a:0.9以上、b:0.9～0.8、


c:0.8～0.7、d:0.7～0.6、


e:0.6以下


JACIC（コリンズデータ）より


提供可能（注２）


H27年度


件数ベース：0.86


金額ベース：0.93


※国土交通省調べ(港湾空


港関係を除く)
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２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

【関東ブロック・国】

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

0.68 R6 0.80 0.26 R6 0.80 0.85 R6 1.00 321/471 R6 全機関a 234/471 R6 全機関a

関東管区警察局 1.00 R6
上半期の早期執行に努

める
0.00 R6 0.90 b R6 a b R6 a

科学警察研究所 ー R6 第１四半期に６割以上の発
注数を目標とする。

ー R6 0.90 c R6 a b R6 a

皇宮警察本部 0.00 R6 0.90 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

東京都警察情報通信部 1.00 R6 現状維持 1.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

関東財務局 0.54 R6 0.90 0.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

関東信越国税局 0.36 R6
第一四半期に5割の発注

を目標とする
0.00 R6 0.80 a R6 ａ a R6 ａ

財務省　東京国税局 0.28 R6 0.56 0.97 R6 0.97 a R6 ａ a R6 a

関東農政局 0.48 R6 0.90 0.97 R6 0.97 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

林野庁関東森林管理局 0.66 R6 0.90 0.00 R6 0.90 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づき
適正に設計変更を実施

する）

関東地方整備局 0.82 R6 0.90 0.93 R6 0.93 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

国土交通省関東運輸局 0.86 R6 0.90 0.00 R6 0.90 a R6 a a R6 a

国土交通省　東京航空局 0.76 R6 0.90 0.30 R6 0.90 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

国土技術政策総合研究所 0.12 0.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

関東地方環境事務所 0.27 0.00 R6 0.80 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a Ｒ６

ａ（受注者へ浸透を図
る）

北関東防衛局 0.94 R6 0.90 0.58 R6 0.90 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 a

南関東防衛局 0.97 R6 0.90 0.08 R6 0.93 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

東京高等裁判所 0.09 R6 早期発注に努める 0.00 R6 0.90 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（現状維持に努め
る）

目標

適切な工期設定を踏まえ
て対応する。

発注工事が少ないため、
必要に応じて設定する。

関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

全国統一指標

最新の積算基準の適用状況及び基準対
象外の際の対応状況

基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標基準値
(R1)

設計変更ガイドラインの策定・活用状
況

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況発注機関名

関東ブロック

国

第1四半期に5割の発注を
目標とする

発注工事が少なく、金額も安定していな
いため、目標値を掲げることが難しい。
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【特殊法人等】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

東日本高速道路（株）関東支社 1.05 R6 0.90 0.16 R6 0.75 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

中日本高速道路（株）東京支社 0.98 R6 0.90 0.19 R6 0.75 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

首都高速道路（株） 1.02 R6 0.90 0.22 R6 0.75 a R6 a a R6 a

成田国際空港（株） 0.94 R6 0.90 0.00 R6 0.75 a R6
a（改訂内容に基づき速

やかに対応）
b R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

日本中央競馬会 0.91 R6 現状維持 0.00 R6 0.75 a R6 ａ a R6 a

（国研）科学技術振興機構 0.23 R6
第一四半期に５割の発

注を目標とする。
0.04 R6 0.75 b R6 ａ（R3年度対応予定） b R6

a（R4年度運用開始予
定）

（独）国際協力機構 0.00 R6 基準値を維持する 1.00 R6 0.75 b R6 a b R6 a

（独）国立科学博物館 0.38 R6 0.50 0.00 R6 0.50 a R6 a b R6 b

（独）国立女性教育会館 0.00 R6
第一四半期の発注を目

標とする
0.00 R6 0.75 c R6 a b R6 a

（独）国立美術館　国立西洋美術館 - R6
第一四半期に５割の発

注を目標とする。
- R6 0.75 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6
ａ（受注者へ浸透を図

る）

（独）国立文化財機構　東京国立博物館 1.02 R6
第一四半期に５割の発

注を目標とする
- R6 0.70 a R6 a a R6 a

（独）国立文化財機構　東京文化財研究所 0.00 R6 0.90 - R6 0.75 a R6 a a R6 a

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構 0.62 R6 0.90 0.00 R6 0.75 a R6 a b R6 a

（独）中小企業基盤整備機構 0.84 R6 0.90 0.00 R6 0.75 b R6
ｂ（件数が少ないた

め、国土交通省基準に
準拠）

b R6
ｂ（発注件数が少ない
ため、独自基準の制定

予定なし）

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構　東京支社 0.75 R6 0.90 0.24 R6 0.75 b R6 ａ a R6
ａ（当該マニュアルは随時更

新している。（最終更新
R2.8）)

（独）都市再生機構 0.93 R6 0.90 0.00 R6 0.80 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R3

ａ（R4年度運用開始予
定）

（独）日本学生支援機構 0.00 0.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R2年度運用開始
済）

（独）日本芸術文化振興会 0.39 R6 0.80 0.00 R6 0.80 a Ｒ6
a(改定内容に基づき速

やかに対応）
a Ｒ6 a

（国研）日本原子力研究開発機構 0.59 R6
事業の特性（許認可）及び予算
制度等により、発注時期及び工
期のコントロールが困難なもの
もあるが、平準化に務める。

0.18 R6 0.75 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b Ｒ6 a

（独）日本スポーツ振興センター 0.92 R6 現状維持 0.00 R6 0.75 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a(R6までの運用開始を目標とし
ます。ただし、監督官庁におけ
る策定状況を踏まえ実施しま

す。)

（独）水資源機構 0.82 R6 0.90 0.00 R6 0.75 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

（独）労働者健康安全機構 0.69 R6 年間における新規案件が少な
いため目標の設定が困難

0.00 R6 0.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 ｂ

（国研）産業技術総合研究所 0.49 R6
必要に応じた、その都度の単
年度発注が主な為、数値目標

を掲げることが困難
0.00 R6 0.75 b R6

a（R2年度運用開始予
定）

a R6
a（受注者へ浸透を図

る）

（独）製品評価技術基盤機構 0.06 0.00 b R6
a（最新の積算基準もし
くは見積書を活用）

b R6
a（他所のガイドラインを参照も
しくはコンサル業事業者等の有
識者を交えて判断）

地方共同法人　日本下水道事業団 0.90 R6 0.90 0.00 R6 0.75 a R6 ａ a R6 a

週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
目標基準値

(R1)
目標 基準値

(R1)
基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

関東ブロック独自指標
指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率

指標①

特
殊
法
人
等

指標②

目標 基準値
(H30)

目標

発注機関名

全国統一指標

稼働件数が極端に少ないため、目標設定は不可能
であるが、早期発注に努める。

年間発注件数が少なく、かつ年度により発注件数
も異なるため、特定年度での目標設定は困難。

対象件数が少ないため、数値設定
は困難。対象となる工事が発生し
た場合には実施に努める。

稼働件数が極端に少ないため、目
標設定は不可能であるが、対象工

事件数の増加に努める。
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【都県・政令市】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

茨城県 0.74 R6 0.80 0.52 R6 0.75 0.97 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

栃木県 0.73 R6 0.80 0.66 R6 0.75 0.99 R6 1.00 a R6 a a R6
ａ（受注者へ浸透を図

る）
群馬県 0.68 R6 0.80 0.02 R6 0.75 0.90 R6 1.00 a R6 ａ（実施済） a R6 ａ

埼玉県 0.70 R6 0.90 0.02 R6 0.75 0.92 R6 1.00 a R6 a a R6 a

千葉県 0.65 R6 0.80 0.21 R6 0.75 0.99 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

東京都 0.80 R3 0.90 0.61 R6 0.75 0.99 R6 1.00 a R6 a a R6 a

神奈川県 0.64 R6 0.80 0.14 R6 0.75 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

山梨県 0.77 R6 0.80 0.37 R6 0.75 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

長野県 0.78 R6 0.90 0.01 R6 0.75 0.93 R6 1.00 a R6 a a R6 a

さいたま市（埼玉県域） 0.75 R6 0.80 0.44 R6 0.75 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

千葉市（千葉県域） 0.51 R6 0.80 0.22 R6 0.75 1.00 R6 1.00 a R6 ａ a R6 ａ

横浜市（神奈川県域） 0.68 R6 0.80 0.05 R6 0.75 0.90 R6 1.00 a R6 ａ a R6 ａ

川崎市（神奈川県域） 0.70 R6 0.80 0.03 R6 0.75 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

相模原市（神奈川県域） 0.68 R6 0.80 0.78 R6 0.75 0.98 R6 1.00 a R6 a a R6 a

都
県

政
令
市

発注機関名

基準値
(R1)

目標

週休2日対象工事の実施状況

目標 基準値
(R1)

目標基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
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【茨城県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

水戸市 0.59 R6 0.80 0.91 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
a R6 a（H30.4運用開始）

日立市 0.62 R6 0.65 0.70 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
b R6

a（受注者へ浸透を図
る）

土浦市 0.76 R6 0.90 1.00 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
a R6

a（ガイドラインを活用
し，これに基づき設計

古河市 0.46 R6 0.56 0.41 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

石岡市 0.52 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
a R6

a（担当者へ浸透を図
る）

結城市 0.84 R6 0.80 0.38 R6 1.00 b R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

龍ケ崎市 0.56 R6 0.65 0.53 R6 1.00 a R6 a b R6 b

下妻市 0.88 R6 0.65 0.00 R6 1.00 b R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

常総市 0.49 R6 0.65 0.13 R6 1.00 a R6 a a R6 a

常陸太田市 0.63 R6 0.65 0.46 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
b R6 a（策定に向け検討中）

高萩市 0.86 R6 基準値(R1)を維持する 0.18 R6
1.00

(目指す)
b R6 a（aを目指す) b R6 a（aを目指す)

北茨城市 0.46 R6 0.65 0.18 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
b R6 a

笠間市 0.53 R6 0.60 0.73 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
a R6 a

取手市 0.52 R6 0.56 0.24 R6 1.00 b R6 b b R6 b

牛久市 0.60 R6 0.70 0.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

つくば市 0.54 R6 0.90 1.00 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

ひたちなか市 0.59 R6 0.60 0.91 R6 1.00 a R6
a(改定内容基づき速や

かに対応)
b R6

a（R2年度運用開始済
み）

鹿嶋市 0.46 R6 0.56 0.99 R6 1.00 a R6 a a R6 a

潮来市 0.46 R6 0.90 0.95 R6 1.00 a R6 a b R6 a

守谷市 0.64 R6 0.70 0.45 R6 1.00 b R6 a a R6 a

常陸大宮市 0.45 R6 0.50 0.26 R6 1.00 b R6 a b R6 a

那珂市 0.63 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
b R6

a（R6年度までに整備
予定）

茨
城
県
（

市
町
村
）

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)

目標
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【茨城県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

筑西市 0.79 R6 0.80 0.66 R6 1.00 b R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
b R6 a

坂東市 0.50 R6 0.80 0.71 R6 1.00 b R6
a(要領整備に向けて少し
づつ事例を精査していく)

b R6
a（策定に向けて少しづつ

事例を精査していく）

稲敷市 0.43 R6 0.65 0.63 R6 1.00 b R6 a b R6 ｂ

かすみがうら市 0.27 R6 0.56 集計対象外 R6 1.00 b R6 ａ a R6 ａ

桜川市 0.82 R6 0.90 0.50 R6 1.00 b R6 a a R6 a

神栖市 0.43 R6 0.80 0.99 R6 1.00 b R6 a a R6 a

行方市 0.40 R6 0.56 1.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

鉾田市 0.51 R6 0.65 0.74 R6 1.00 b R6 a a R6 a

つくばみらい市 0.42 R6 0.80 0.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

小美玉市 0.27 R6 0.50 0.00 R6 1.00 b R6 b b R6 b

茨城町 0.22 R6 0.56 0.30 R6 1.00 b R6 a b R6 a

大洗町 0.76 R6 0.80 0.04 R6 1.00 b R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
b R6

a（R6年度運用開始予
定）

城里町 0.91 R6 0.90 0.75 R6 1.00 b R6 b b R6 b

東海村 0.55 R6 0.80 0.97 R6 1.00 a R6 a b R6 a

大子町 0.20 R6
第一四半期に7割発注を

目標とする
0.00 R6 1.00 b R6

a（改定内容に基づき速
やかに対応）

b R6
a（受注者へ浸透を図

る）
美浦村 0.53 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6

a（改定内容に基づき速
やかに対応）

a R6 a（現状維持）

阿見町 0.64 R6 0.80 0.40 R6 1.00 b R6 b b R6 b

河内町 0.13 R6 0.56 0.10 R6 1.00 b R6 a b R6 a

八千代町 1.13 R6
前年度の数値と同じ数

値を目標とする
0.00 R6 1.00 b R6

a（改定内容に基づき速
やかに対応）

b R6
a（R6年度運用開始予

定）
五霞町 0.22 R6 0.65 0.00 R6 1.00 b R6 ａ b R6 ａ

境町 0.39 R6 0.70 0.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

利根町 0.48 R6 0.80 0.33 R6 1.00 a R6 a a R6 a

茨
城
県
（

市
町
村
）

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)

目標



２．各機関の取組状況
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【栃木県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

宇都宮市 0.47 R6 早期発注に努める 0.99 R6 1.00 a R6 a a R6 a

足利市 0.64 R6 0.70 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

栃木市 0.41 R6 0.60 0.96 R6 1.00 a R6 a a R6 a

佐野市 0.41 R6 0.60 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

鹿沼市 0.34 R6 0.60 0.99 R6 1.00 b R6 a a R6 a

日光市 0.55 R6 0.60 0.99 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 ａ（受注者へ浸透を図る）

小山市 0.46 R6 0.60 0.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 a（R2年度運用開始予定）

真岡市 0.39 R6 0.60 0.76 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 ａ（受注者へ浸透を図る）

大田原市 0.60 R6 0.80 0.99 R6 1.00 a R6 a a R6 a

矢板市 0.53 R6 0.60 1.00 R6 1.00 a R6 ａ（現状維持） a R6 a（県の設計変更ガイドラ
インに順じ、策定する）

那須塩原市 0.69 R6 0.80 1.00 R6 1.00 b R6 a（県や他市町の状況を踏
まえ、今後整備予定）

b R6
a（県の設計変更ガイドラ
インの内容を踏まえ、策定
する）

栃
木
県
（

市
町
村
）

指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

指標① 指標② 指標③

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標



２．各機関の取組状況
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【栃木県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

さくら市 0.22 R6 早期発注に努める 0.90 R6 1.00 a R6 a a R6 a(他団体が策定したガイド
ラインを準用する。)

那須烏山市 0.53 R6 0.80 1.00 R6 1.00 b R6 a（基準範囲外の場合の要
領を整備する）

a R6 a

下野市 0.35 R6 0.60 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

上三川町 0.46 R6 0.60 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 a（R3年度運用開始予定）

益子町 0.73 R6 第一四半期の
発注に努める

0.81 R6 1.00 a R6 ａ a R6 a

茂木町 0.78 R6 0.80 0.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

市貝町 0.47 R6 0.65 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 ａ（今後、策定に努める）

芳賀町 0.14 R6 0.70 1.00 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 a（R3年度運用開始予定）

壬生町 0.34 R6 0.60 0.05 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 ａ（受注者へ浸透を図る）

野木町 0.00 R6 0.60 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R6年度までに運用
開始予定）

塩谷町 1.50 R6 0.80 0.23 R6 1.00 b R6 a b R6 a

高根沢町 0.64 R6 0.70 0.00 R6 0.50 a R6 a a R6 a

那須町 0.60 R6 0.60 0.98 R6 1.00 b R6 a b R6 a(県の設計変更ガイドライ
ンに準じ、策定を目指す)

那珂川町 0.53 R6 第一四半期に6割の発注を目標とする 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 a（R4年度運用開始予定）

栃
木
県
（

市
町
村
）

指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

指標① 指標② 指標③

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標



２．各機関の取組状況
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【群馬県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

前橋市 0.50 R6 0.70 0.95 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 a

高崎市 0.64 R6 0.80 0.99 R6 1.00 a R6 ａ a R6 ａ

桐生市 0.55 検討中 0.90 1.00 R6 1.00 b R6 a a R6 a

伊勢崎市 0.66 R6 検討中 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 a（引き続き活用）

太田市 0.56 R6 0.70 1.00 R6 1.00
（低入目標値を0.01）

a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 　a（策定済み）

沼田市 0.70 R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
0.88 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6 a

館林市 0.35 R6 0.56 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応
a R6 a（運用中)

渋川市 0.56 R6 0.65 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 a（策定・運用中）

藤岡市 0.42 R6 0.56 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

富岡市 0.67 R6 0.80 0.01 R6 1.00 a R6 a b R6 a

安中市 0.38 R6 0.56 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

みどり市 0.57 未定 未定 0.29 未定 未定 b 未定 b b 未定 b

榛東村 0.43 R6
適切な時期に繰越処理を行
うこととし、年度当初発注
を行うこととしている。

0.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

吉岡町 0.61 検討中 検討中 1.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

上野村 1.00 R6 第一四半期により早期の発
注を目標とする

0.00 R6 1.00 b R6 a b R6
a（R3年度運用開始予

定）

神流町 0.90 R6 第一四半期より早期の発注
を目標とする

0.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

下仁田町 0.09 R6 第一四半期の早期の発注を
する

発注件数未
入力

R6 1.00 b R6 a a R6 a

南牧村 0.77 R6 第一四半期に7割の発注を
目標とする

0.85 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 a

群
馬
県
（

市
町
村
）

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)

目標



２．各機関の取組状況
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【群馬県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

甘楽町 0.30 R6 各区市町村R1目標値 0.24 R6 1.00 a R6 a a R6 a

中之条町 0.45 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R3

a（R3年度運用開始予
定）

長野原町 0.55 R6 0.80 0.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

嬬恋村 1.04 R6 0.56 0.99 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 a

草津町 0.25 R6 0.56 1.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

高山村 0.65 R6
第一四半期に8割の発注

を目標とする
0.50 R6 1.00 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R3年度運用開始予

定）
東吾妻町 0.85 R6 現状維持 0.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（策定に向けて検討す

る）
片品村 0.25 R6

第一四半期に7割の発注
を目標とする

0.00 R6 1.00 a R6 県のものを適用 a R6 ａ（県のものを準用）

川場村 1.02 R6
第一四半期に６割の発

注を目標とする
0.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6 a

昭和村 0.81 検討中 検討中 0.00 検討中 検討中 b 検討中 検討中 b R6
ａ（県のものを準用予

定）
みなかみ町 0.65 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

玉村町 0.69 R6 0.80 0.66 R6 1.00 a R6 a b R6 a

板倉町 0.00 R6
第一四半期に5割の発注

を目標とする
1.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

明和町 0.16 R6
第一四半期の早期発注

を目標とする
発注件数未

入力
R6 0.20 a R6 a b R6 a

千代田町 0.41 R6 0.80 0.00 R6 0.20 b R6
ａ（改定内容に基づき

対応を検討）
c R6 a（R4年度策定予定）

大泉町 0.44 R6
第一四半期に3割の発注

を目標とする
0.34 R6 0.34 b R6 a a R6 a

邑楽町 0.12 R6
第一四半期に6割の発注

を目標とする
発注件数未

入力
R6 1.00 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R3年度運用開始予

定）

群
馬
県
（

市
町
村
）

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)

目標



２．各機関の取組状況
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【埼玉県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

川口市 0.45 R6 0.60 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

蕨市 0.54 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

戸田市 0.62 R6 0.65 0.84 R6 0.85 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

朝霞市 0.58 R6 0.59 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

志木市 0.35 R6 0.50 1.00 R6 1.00 a R6 a b R6
a（R6年度までに策

定・活用）
和光市 0.65 R6 0.90 0.89 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
新座市 0.86 R6 0.80 0.98 R6 1.00 a R6 a a R6 a

鴻巣市 0.37 R6 0.53 0.96 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R3年度運用開始予
定）

上尾市 0.58 R6 0.70 1.00 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

桶川市 0.65 R6 0.65 0.82 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
b R6 a（R2年度運用開始）

北本市 0.21 R6 0.53 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 ｂ

伊奈町 0.34 R6 0.65 0.02 R6 1.00 b R6 b b R6 b

川越市 0.46 R6 0.53 0.92 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（改定内容に基づき速
やかに対応）

所沢市 0.42 R6 0.90 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（R6年度運用開始予
定）

狭山市 0.38 R6
第一四半期の発注に努

める
0.95 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
富士見市 0.44 R6 0.65 1.00 Ｒ6 1.00 b R6 ｂ b R6 ｂ

ふじみ野市 0.50 R6 上半期の発注に努める 0.93 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

三芳町 0.67 R6
第一四半期の発注に努

める
1.00 R6 1.00 b R6

a（基準範囲外の場合の
要領の整備に努める）

b R6
a（設計変更ガイドライ

ンの策定に努める）
飯能市 0.36 R6 0.53 0.98 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
入間市 0.50 R6 0.53 0.66 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6 a

坂戸市 0.32 R6 0.53 0.99 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

鶴ヶ島市 0.63 R6 0.70 0.23 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

埼
玉
県
（

市
町
村
）

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標
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【埼玉県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

日高市 0.48 R6 0.53 0.90 R6 現状維持 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

毛呂山町 0.34 R6 0.56 0.09 R6 1.00 b R6 aを目指す b R6 aを目指す

越生町 0.00 R6 0.80 0.00 R6 1.00 b R6
b（県の積算基準に基づ

き実施）
b R6 a（R4年度策定予定）

東松山市 0.61 R6 0.90 0.59 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 b（策定時期は未定）

滑川町 0.09 R6 0.56 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R6年度運用開始予
定）

嵐山町 0.60 R6 0.65 0.26 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R2 b

小川町 0.15 R6 0.50 0.57 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R3年度運用開始予
定）

川島町 0.46 R6 0.59 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 b

吉見町 0.19 R6 0.50 1.00 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
b R6

ａ（R6年度運用開始を
目指す）

鳩山町 0.63 R6 0.65 0.77 R6 1.00 b R6 b a R6 a

ときがわ町 0.10 R6 0.20 0.05 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 a（県に準じ対応）

東秩父村 0.29 R6 0.80 0.00 R6 1.00 b R6
a（R3年度運用開始予

定）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

秩父市 0.45 R6 0.53 0.91 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 a

横瀬町 0.09 R6 0.56 1.00 R6 1.00 b R6 ｂ b R6 ｂ

皆野町 0.54 R6 0.54 0.00 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R3年度運用開始予
定）

長瀞町 0.15 R6 0.50 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R4年度運用開始予
定）

小鹿野町 0.35 R6 0.53 0.97 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 a

本庄市 0.48 R6 0.65 0.98 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

美里町 0.69 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

神川町 0.62 R6 0.90 0.13 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

上里町 0.52 R6 0.65 0.52 R6 1.00 a R6 ａ b R6 a

熊谷市 0.26 R6 0.55 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

埼
玉
県
（

市
町
村
）

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標
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【埼玉県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

深谷市 0.59 R6 0.65 0.98 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R5年度運用開始予
定）

寄居町 0.28 R6 0.80 0.36 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（改定内容に基づき速
やかに対応）

行田市 0.50 R6 0.90 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

加須市 0.46 R6 0.65 0.86 R6 0.90 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

羽生市 0.53 R6
第一四半期の発注に努

める。
0.93 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
春日部市 0.49 R6 0.60 1.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
草加市 0.52 R6 0.53 0.93 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R2 a

越谷市 0.52 R6 0.59 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 b

八潮市 0.35 R6 0.50 0.80 R6 0.80 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

三郷市 0.65 R6 0.66 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

吉川市 0.33 R6 0.53 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

松伏町 0.27 R6
第一四半期に５割の発

注を目標とする
1.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6 a（R6までに運用開始)

久喜市 0.39 R4 0.60 0.32 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R5年度運用開始予
定）

蓮田市 0.49 R6 0.60 0.42 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R2年度運用開始予
定）

幸手市 0.40 R6 0.53 0.82 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 a

宮代町 0.24 R6 0.53 0.53 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 ａ

白岡市 0.19 R6 0.60 0.60 R6 1.00 a Ｒ6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R6年度運用開始予
定）

杉戸町 0.57 R6 0.60 0.64 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a(R6年度運用開始予
定）

埼
玉
県
（

市
町
村
）

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標
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【千葉県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

銚子市 0.38 R6 0.60 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R4年度運用開始予
定）

市川市 0.53 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

船橋市 0.61 R6 0.65 0.97 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R3年度運用開始予
定）

館山市 0.89 R6 0.60 0.81 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

木更津市 0.38 R6 0.70 0.38 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R3年度運用開始予
定）

松戸市 0.53 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

野田市 0.32 R6 0.60 0.53 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

茂原市 0.28 R6 0.55 0.47 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

成田市 0.57 R6 0.70 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

佐倉市 0.56 R6 0.60 0.99 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R3年度運用開始予
定）

東金市 0.68 R6 0.60 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R6年度運用開始予
定）

旭市 0.50 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（契約内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

習志野市 0.60 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

柏市 0.55 R6 0.70 集計対象外 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

勝浦市 0.36 R6 上半期の発注に努める 0.67 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

市原市 0.37 R6 0.60 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

流山市 0.85 R6 0.70 0.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R4年度運用開始予
定）

八千代市 0.67 R6 0.70 0.99 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

発注機関名

千
葉
県
（

市
町
村
）

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標③ 指標④ 指標⑤

低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況

指標① 指標②

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)
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【千葉県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

我孫子市 0.72 R6 0.70 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

鴨川市 0.49 R6 0.70 0.48 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R4年度運用開始予
定）

鎌ケ谷市 0.55 R6 0.70 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

君津市 0.64 R6 0.70 0.80 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

富津市 0.67 R6 0.60 0.54 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 a（R2年度より運用）

浦安市 0.55 R6 0.70 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

四街道市 0.55 R6 0.70 0.11 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R4年度運用開始予
定）

袖ケ浦市 0.57 R6 0.60 0.47 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R2年度運用開始予
定）

八街市 0.55 R6 0.60 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R４年度運用開始予
定）

印西市 0.30 R6 0.70 0.88 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

白井市 0.94 R6 0.60 0.51 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

富里市 0.38 R6 0.55 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

南房総市 0.72 R6 0.70 0.06 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

匝瑳市 0.50 R6 0.55 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

香取市 0.61 R6 0.60 0.53 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

山武市 0.37 R6 0.60 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（R3年度運用開始予
定）

いすみ市 0.76 R6 0.55 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

大網白里市 0.64 R6
第一四半期の発注に努

める
1.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R4年度運用開始を

目指す）

発注機関名

千
葉
県
（

市
町
村
）

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標③ 指標④ 指標⑤

低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況

指標① 指標②

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)
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【千葉県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

酒々井町 0.75 R6 0.80 0.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R4年度運用開始予
定）

栄町 0.57 R6 0.60 集計対象外 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R4年度運用開始予
定）

神崎町 ― R6
上半期発注を目標とす

る。
0.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R4年度運用開始予

定）
多古町 0.64 R6 0.65 0.07 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R3年度運用開始予

定）
東庄町 0.80 R6 0.60 0.68 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6
a（受注者へ浸透を図

る）
九十九里町 0.00 R6

上半期発注を目標とす
る。

1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R4年度運用開始予
定）

芝山町 0.30 R6
第一四半期の発注に努

める
1.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R6年度運用開始予

定）
横芝光町 0.30 R6

上半期の4割発注に努め
る

1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R3年度運用開始予
定）

一宮町 0.28 R6
上半期に4割の発注を目

標とする
1.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6
a（受注者へ浸透を図

る）
睦沢町 0.48 R6 0.70 0.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R4年度運用開始予

定）
長生村 0.44 R6

上半期に7割の発注を目
標とする

1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

白子町 2.00 R6 0.80
発注件数未

入力
R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6 a（R4年度運用開始）

長柄町 0.26 R6
上半期7割の発注を目的

とする。
0.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R3年度運用開始予

定）
長南町 0.67 R6

第一四半期の発注に努
める。

1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R3年度運用開始予
定）

大多喜町 0.88 R6
上半期に7割の発注を目

標とする。
0.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6
a（受注者へ浸透を図

る）
御宿町 0.59 R6 上半期の発注に努める 0.25 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R4年度運用開始予

定）
鋸南町 0.43 R6 上半期の発注に努める 1.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6
a（受注者へ浸透を図

る）

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)

指標③ 指標④ 指標⑤

低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況

指標① 指標②

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況

全国統一指標 関東ブロック独自指標

発注機関名

千
葉
県
（

市
町
村
）
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【東京都内市区町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

千代田区 0.60 R6 0.70 0.72 R6 1.00 a R6
a(改定内容に基づき速

やかに対応）
a R6

a（R3年度以降も活
用）

中央区 0.62 R6 0.80 0.72 R6 1.00 a R6 a（都積算基準を準用） a R6
a（都策定の設計変更ガ

イドラインを準用）
港区 0.63 R6 0.63 0.95 R6 1.00 a R6 a a R6 a

新宿区 0.48 R6 0.55 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

文京区 0.54 R6 0.80 0.81 R6 1.00 a R6 a b R3
a（R3年度運用開始予

定）
台東区 0.50 R6 0.60 0.78 R6 1.00 a R6 a b R6 b（策定時期を検討中）

北区 0.46 R6 0.50 1.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

荒川区 0.83 R6 0.90 0.77 R6 1.00 a R6 a b R6 a

品川区 0.48 R6 0.80 0.40 R6 1.00 b R6 a a R6 a

目黒区 0.40 R6 0.75 0.94 R6 1.00 a R6 a a R6 a

大田区 0.54 R6

0.6（建築工事、電気設
備工事、機械設備工

事、昇降機設備工事を
除く）

1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 a

世田谷区 0.82 R6 0.70 0.96 R6 1.00 b R6 a a R6 a

渋谷区 0.77 R4 0.70 1.00 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a(東京都の設計変更
ガイドラインを使用）

中野区 0.60 R6 0.65 1.00 R6 1.00 b R6 a a R6 a

杉並区 0.68 R6 0.80 集計対象外 R6 1.00 a R6 a a R6 a

豊島区 1.05 R6 1.00 0.60 R6 1.00 a R6 a a R6 a

目標目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

発注機関名

基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標

全国統一指標 関東ブロック独自指標

東
京
都
（

市
区
町
村
）
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【東京都内市区町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

板橋区 0.64 R6 0.90 0.99 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
a R6

a
平成３１年３月作成

練馬区 0.74 R6 0.60 0.00 R6 1.00 b R6 a（都積算基準を準用） b R6
a(都策定の設計変更ガ
イドラインを準用）

墨田区 0.46 R6 0.65 1.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

江東区 0.54 R6 0.90 1.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

足立区 0.55 R6 0.55 1.00 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
b R6

a(設計変更ガイドライ
ンではないが、区独自
のルールに基づき、工
事変更審議委員会等を

実施）

葛飾区 0.47 R6 0.80 0.99 R6 1.00 a R6 a a R6 a

江戸川区 0.53 R6 0.60 0.91 R6 1.00 a R6 a a R6 a

八王子市 0.74 R6 0.80 0.59 R6

0.59（R6年度までに入
札制度の改正を予定し
ていないため、指標③
については現状を維持

する）

a R6 a a R6

a（八王子市工事請負設
計変更ガイドラインに
基づき、設計変更を実

施）

青梅市 0.63 R6 0.65 0.32 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき対

応）
b R6 b（策定時期未定）

町田市 0.64 R6 0.70 0.71 R6 0.71 b R6 a a R6 a

日野市 0.45 R6 0.60 0.55 R6 1.00 a R6 a a R6 a

福生市 0.53 R6
上半期に７割の発注を

目標とする。
0.48 R6 1.00 b R6 a b R6 a

多摩市 0.85 R6 0.90 0.95 R6

0.95
単価契約で最低制限等
を設けられない発注が
毎年数件はあるため

a R6 ａ b R6 ｂ（Ｒ6年度運用開始）

稲城市 0.82 R6 0.90 1.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

あきる野市 0.83 R6 0.90 0.39 R6 1.00 a R6 a b R6 a

東
京
都
（

市
区
町
村
）

設計変更ガイドラインの策定・活用状
況

基準値
(R1)

目標

全国統一指標 関東ブロック独自指標

基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
目標目標 基準値

(H30)
目標 基準値

(R1)

発注機関名
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【東京都内市区町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

羽村市 0.32 R6 上半期の発注に努める 1.00 R6 1.00 b R6 a a R6 a

立川市 0.51 R6 0.60 0.51 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（R3年度運用開始予
定）

昭島市 0.54 R6 0.90 0.54 R6 1.00 b R6 a b R6 a

国分寺市 0.63 R6
第一四半期に３割の発

注を目標とする。
0.89 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6
a（R3年度運用開始予

定）
国立市 0.68 R6

第二四半期に5割の発注
を目標とする

0.68 R6 1.00 a R6 a a R6 a

東大和市 0.54 R6 0.80 0.03 R6 1.00 b R6 a b R6 a

武蔵村山市 0.53 R6 0.90 0.08 R6 1.00 a R6 a a R6 a

武蔵野市 0.48 R6 0.60 0.16 R6 1.00 b R6 b（現状維持） b R6 b（現状維持）

三鷹市 0.34 R6 0.50 0.55 R6 1.00 a R6 a b R6 b

府中市 0.61 R6 0.80 1.00 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

b（必要に応じて設計変
更）

調布市 0.44 R6 第一四半期に5割の発注を目標と
する 1.00 R6 1.00 b R6 aを目指す b R6 aを目指す

小金井市 0.67 R6
令和４年度以降第一四
半期の発注に努める

0.85 R6 1.00 a R6 a a R6 a

狛江市 0.76 R6 0.77 0.33 R6 1.00 a R6 ａ a R6 ａ

小平市 0.37 R6 0.56 0.83 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

小平市においては、設計変更
が生じた際、その都度協議を
行い内容を決定しているた

め、設計変更ガイドラインは
未策定である。

東村山市 0.69 R6 0.90 0.23 R6 1.00 a R6 ａ a R6 ａ

西東京市 0.46 R6 0.60 0.57 R6 1.00 b R6 a b R6 a

東
京
都
（

市
区
町
村
）

設計変更ガイドラインの策定・活用状
況

基準値
(R1)

目標

全国統一指標 関東ブロック独自指標

基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
目標目標 基準値

(H30)
目標 基準値

(R1)

発注機関名
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【東京都内市区町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

清瀬市 0.53 R6
第一四半期に3割の発注

を目標とする
0.56 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6 a

東久留米市 0.30 R6 0.80 0.98 R6 1.00 a R6 a a R6 a

瑞穂町 0.37 R6
上半期に

７割の発注
0.50 R6

0.6
※町の基準により設定

a R6 a b R6 a  策定検討

日の出町 0.61 R6
原則、9月までに発注して

いる。
0.65 R6 1.00 b R6 b（検討中） b R6

b（町の契約内容の変更
に関する基本方針に基
づき対応している。）

奥多摩町 0.26 R6 0.50 1.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

檜原村 0.21 R6 第一四半期に3割の発注を
目標とする。

0.00 R6 1.00 b R6 a a R6 a

大島町 0.46 R6 0.46 1.00 R6 1.00 b R6 a b R3 a

八丈町 0.67 R6 0.80 1.00 R6 1.00 b R4 ａ b R5 a

利島村 0.73 R6
0.73（発注数が極端に
少ないため、昨年度の
数値を目標値とする）

0.25 R6 1.00 b R6 全機関aを目指す b R6 全機関aを目指す

新島村 0.36 R6 0.36 1.00 R6 1.00 a R6 全機関a a R6 全機関a

神津島村 0.29 R6 0.40 0.62 R6 1.00 b R6 a b R6 a

三宅村 0.28 R6 0.50 0.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

御蔵島村 0.33 R6 0.33 0.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

青ヶ島村 0.57 R6 上半期の発注に努める 1.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

小笠原村 0.37 R6 上半期中の発注に努める 1.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

目標目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

発注機関名

基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標

全国統一指標 関東ブロック独自指標

東
京
都
（

市
区
町
村
）



２．各機関の取組状況

24

【神奈川県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

横須賀市 0.44 R6 0.64 0.85 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 a（運用中）

平塚市 0.70 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

鎌倉市 0.75 R6 0.75 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（適宜見直しを行い運
用していく）

藤沢市 0.44 R6 0.63 0.95 R6 1.00 a R6 a a R6 a

小田原市 0.47 R6 0.55 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

茅ヶ崎市 0.83 R6 0.70 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

逗子市 0.17 R6 0.50 0.00 R6 1.00 b R6 ａ b R6 a

三浦市 0.47 R6 0.90 0.94 R6 1.00 b R6 ａ a R6 ａ

秦野市 0.55 R6 0.80 0.88 R6 1.00 b R6 a b R6 a

厚木市 0.45 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（受注者へ浸透を図
る）

大和市 0.53 R4 0.53 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

伊勢原市 0.42 R6 ・上半期の発注に努める。
・工期の分散に努める。

1.00 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R3年度運用開始予
定）

海老名市 0.41 R6 上半期の発注に努める
発注件数未

入力
R6 1.00 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6 a

座間市 0.18 R4 0.50 0.77 R6 1.00 b R6
a(積算基準範囲外の統

一基準を定める)
a R6 a(H30策定済み)

南足柄市 0.18 R6 第一四半期の発注件数増に
努める。

0.97 R6 1.00 b R6 a a R6 a

神
奈
川
県
（

市
町
村
）

基準値
(R1)

目標

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)
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【神奈川県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

綾瀬市 0.85 R6 現状維持 1.00 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（必要性を検討、具現
化）

葉山町 0.12 R6 上半期の発注に努める 0.54 R6 1.00 a R6 a b R6 a

寒川町 0.99 R6 第一四半期に６割の発注を
目標とする

0.82 R6 1.00 a R6 a a R6 a

大磯町 0.40 R6 0.45 0.75 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（ガイドライン策定の
検討を行う）

二宮町 0.85 R6 第2四半期に9割の発注を目
標とする

0.07 R6 1.00 b Ｒ6 a a R6 a

中井町 0.23 R6 上半期に5割の発注を目標
とする

0.93 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（R3年度運用開始予
定）

大井町 0.30 R6 上半期の発注に努める
発注件数未

入力
R6 1.00 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6 a

松田町 0.11 R6 上半期の発注に努める 0.63 R6 1.00 b R6 aを目指す b R6 aを目指す

山北町 0.33 R6 上半期に7割の発注を目標
とする

0.65 R6 1.00 b R6 a（要領を整備し対応） b R6
a（ガイドラインを策定

し対応）

開成町 0.38 R6 早期発注に努める 集計対象外 R6 1.00 b R6
ａ（R3年度まで基準対
象外時の要領の作成）

b R6
ａ（R3年度までに要領

を作成）

箱根町 0.26 R6 0.90 0.97 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R2年度以降に実施
予定）

真鶴町 0.07 R6 第一四半期の発注に努める 0.77 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R6年度運用開始予
定）

湯河原町 0.43 R6 第一四半期に7割の発注を
目標とする

0.31 R6 1.00 b R6 a b R6 a

愛川町 0.40 R6 0.50 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

清川村 0.00 R6
件数や金額を用いた平準化
率の達成目標は設けていな
い。

1.00 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

神
奈
川
県
（

市
町
村
）

基準値
(R1)

目標

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)
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【山梨県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

甲府市 0.65 R6 0.70 0.97 R6 1.00 a R6 a a R6 a

富士吉田市 0.51 R6 0.70 0.49 R6 1.00 a R6 a b R6 a

都留市 0.44 R6 0.60 0.21 R6 1.00 a R6 a a R6 a

山梨市 0.21 R6 0.60 0.99 R6 1.00 a R6 a a R6 a

大月市 1.05 R6 0.70 0.36 R6 1.00 a R6 a a R6 a

韮崎市 0.38 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

南アルプス市 0.43 R6 0.70 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

北杜市 0.67 R6 0.70 0.25 R6 1.00 a R6 a a R6 a

甲斐市 0.40 R6 0.70 1.00 R6 1.00 b R6 a a R6 a

笛吹市 0.61 R6 0.70 0.97 R6 1.00 b R6 a a R6 a

上野原市 0.75 R6 0.70 1.00 R6 1.00 b R6 a a R6 a

甲州市 0.52 R6 0.60 0.00 R6 1.00 b R6 a a R6 a

中央市 0.86 R6 0.70 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

市川三郷町 1.16 R6 0.70 0.97 R6 1.00 a R6 a a R6 a

山
梨
県
（

市
町
村
）

設計変更ガイドラインの策定・活用状
況

基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
目標 基準値

(H30)
目標 基準値

(R1)
目標 基準値

(R1)
目標



２．各機関の取組状況

27

【山梨県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

早川町 0.93 R6 0.70 1.00 R6 1.00 b R6 a a R6 a

身延町 0.68 R6 0.70 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

南部町 0.18 R6 0.50 0.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

富士川町 0.69 R6 0.70 0.71 R6 1.00 b R6 a a R6 a

昭和町 0.26 R6 0.70 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

道志村 0.80 R6 0.70
発注件数未

入力
R6 1.00 b R6 a b R6 a

西桂町 1.44 R6 0.80 1.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

忍野村 0.25 R6 0.80 1.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

山中湖村 0.14 R6 0.60 0.43 R6 1.00 a R6 a a R6 a

鳴沢村 ― R6 0.70 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

富士河口湖町 0.69 R6 0.70 0.49 R6 1.00 b R6 a b R6 a

小菅村 0.00 R6 0.50 1.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

丹波山村 0.17 R6 0.50 0.83 R6 1.00 b R6 a b R6 a

目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

目標

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

山
梨
県
（

市
町
村
）
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【長野県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

長野市 0.70 R6 0.80 1.00 R6 1.00 b R6 b b R6 b

松本市 0.45 R6 検討中 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 a

上田市 0.83 R6 0.80 0.68 R6 0.90 a R6 a b R6 a

岡谷市 0.61 R6 0.50 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 a

飯田市 0.70 R6 0.90 0.95 R6 0.95 a R6 a a R6 a

諏訪市 0.56 R6 0.75 0.02 R6 1.00 a R6 ａ a R6 ａ

須坂市 0.68 R6 0.70 1.00 R6 1.00 b R6 a b R6 a

小諸市 0.67 R6 0.80 0.00 R6 1.00 a R6 a b R6 b

伊那市 0.78 R6 0.80
発注件数未

入力
R6 1.00 a R6 a b R6 b

駒ヶ根市 1.01 R6 現状維持 1.00 R6 1.00 b R6
ａ（基準対象外の際の
内部統一ルールを作

成）
b R6

a（県の策定したガイド
ラインを準用し運用予

定）
中野市 0.46 R6 0.80 集計対象外 R6 1.00 a R6 a a R6 a

大町市 0.59 R6 0.80 0.87 R6 1.00 a R6
a（最新の積算基準を適
用、基準範囲の場合は
要領を整備し活用）

a R6

a(設計変更ガイドライ
ンを策定・活用しこれ
に基づき設計変更を実

施)
飯山市 1.08 R6 現状維持 0.22 R6 1.00 a R6

a（最新の積算基準を適
用）

a R6
ａ（設計変更ガイドラ
インを策定・活用）

茅野市 0.18 R6 0.90 0.00 R6 1.00 a R6 ａ a R6
a（R3年度運用開始予

定）
塩尻市 0.63 R6 0.80 0.15 R6 1.00 a R6 a b R6 a

佐久市 0.41 R6 0.70 0.99 R6 1.00 a R6 a a R6 a

千曲市 1.39 R6 0.80 集計対象外 R6 1.00 a R6 a a R6 a

東御市 0.99 R6 現状維持 1.00 R6 1.00 b R6
b（現在の運用方法にお
いて特段問題等は発生

していないため）
b R6

b（現在の運用方法にお
いて特段問題等は発生

していないため）

安曇野市 0.79 R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
0.94 R6 1.00 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6 a

小海町 0.40 R6 0.80 0.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

長
野
県
（

市
町
村
）

発注機関名

指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

基準値
(R1)

目標目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③
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【長野県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

川上村 0.56 R6 1.00 0.00 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（運用開始に向け準備
を行う）

南牧村 1.17 R6 0.90 0.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（県ガイドラインに準
ずる）

南相木村 0.67 R6
第一四半期に8割の発注

を目標とする
0.00 R6 1.00 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a   （県の変更ガイドラ

インを準用し策定す
北相木村 0.00 R6

第一四半期に7割の発注
を目標とする

発注件数未
入力

R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a（R3年度運用開始予
定）

佐久穂町 0.86 R6 0.90
発注件数未

入力
R6 1.00 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R6年度までに運用

開始を目指す）
軽井沢町 0.74 R6 0.75 1.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6 a（県版を準用）

御代田町 0.89 R6 0.90 1.00 R6 1.00 a R6
a（改定内容に基づき速

やかに対応）
b R3

a（R3年度運用開始予
定）

立科町 2.00 R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
0.97 R6 1.00 b R6 a b R6 a

青木村 1.20 R6
上半期に5割程度の発注

を目標とする。
0.00 R6 1.00 b R6 ｂ b R6 ｂ

長和町 0.94 R6 現状維持を目標とする 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 a

下諏訪町 1.31 R6 0.70 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

b（今後も必要に応じて
設計変更にて対応）

富士見町 0.78 R6
前年度の数値と同じ数

値を目標とする
0.93 R6 1.00 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6 a

原村 0.73 R6
上半期に7割の発注を目

標とする
1.00 R6 1.00 b R6 b（現状維持） b R6 b（現状維持）

辰野町 0.50 R6 0.90 0.84 R6 1.00 a R6 ａ b R6 ａ

箕輪町 1.13 R6 現状維持 0.47 R6 1.00 b R6
a（基準対象外の際の要

領等を作成）
b R6

a（設計変更ガイドライ
ンの策定）

飯島町 0.81 R6 現状維持 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6

a（長野県のガイドライ
ンを準用）

南箕輪村 1.64 R6 現状維持 1.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

中川村 0.20 R6
上半期に４割の発注を

目標とする
0.06 R6 0.20 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
b（未策定だが、必要に

応じて設計変更を実
宮田村 0.64 R6

第一四半期の発注に努
める

0.09 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 a

長
野
県
（

市
町
村
）

発注機関名

指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

基準値
(R1)

目標目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③
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【長野県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

松川町 0.91 R6 現状維持を目標とする 0.80 R6 1.00 b R6
a （改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 a  (R6年度策定目標）

高森町 0.68 R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
0.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R3年度運用開始予

定）
阿南町 0.57 R6 0.60 0.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6 a

阿智村 0.00 R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
0.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6 a

平谷村 1.23 R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
0.00 R6 0.20 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R3年度運用開始予

定）
根羽村 0.00 R3 0.65

発注件数未
入力

R3 1.00 a R6 a b R6 b

下條村 0.00 R6 0.65 0.00 R6 1.00 b R6 ａ b R6 a

売木村 0.00 R3 上半期の発注に努める 0.00 R6 1.00 b R6 b b R6 b

天龍村 1.00 R6
第一四半期の発注に努

める
1.00 R6 1.00 b R6 b b R6 b

泰阜村 2.18 R6 0.45 0.00 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

a　（県の設計変更ガイ
ドラインに順じ策定）

喬木村 0.00 R6 0.60 1.00 R6 1.00 b R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

豊丘村 0.48 R6 0.80 0.98 R6 1.00 b R6 a b R6 a

大鹿村 4.00 R6
第一四半期に4割の発注

を目標とする
0.59 R6 1.00 b R6

a（改定内容に基づき速
やかに対応）

b R6
a（県の設計変更ガイド

ラインに準じ策定す
上松町 0.57 R6 0.68 0.00 R6 1.00 b R3

a（R3年度に要領策定
について検討したい）

b R4
a（R3年度以降検討
し、早期に実施した

南木曽町 0.72 R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
0.88 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6 a

木祖村 0.55 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6
ａ（R3基準整備の検討

を始めたい）
b R6

a（R3年度整備の検討
を始めたい）

王滝村 0.36 R6
第一四半期の発注に努

める
発注件数未

入力
R6 1.00 b R6 a b R6 a

大桑村 0.82 R6
第一四半期に8割の発注

を目標とする
0.86 R6 1.00 a R6 a b R6 a

木曽町 0.63 R6
第一四半期の発注に努

める
0.23 R6 0.50 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R3年度運用開始予

定）

長
野
県
（

市
町
村
）

発注機関名

指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
最新の積算基準の適用状況及び基準対

象外の際の対応状況
設計変更ガイドラインの策定・活用状

況
基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

基準値
(R1)

目標目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③
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【長野県内市町村】

２－１ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （工事）

年次 目標値 年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容

麻績村 ― R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
発注件数未

入力
R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6 a

生坂村 1.04 R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
0.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6 a

山形村 0.00 R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
0.50 R6 1.00 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
 a（R3年度運用開始予

定）
朝日村 0.57 R6

第一四半期に7割の発注
を目標とする

0.67 R6 0.70 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
b R6 a

筑北村 0.80 R6
第一四半期の発注を目

標とする
0.00 R6 1.00 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6 a

池田町 0.83 R6
第一四半期に７
割の発注を目標

集計対象外 R6 1.00 b R6
ｂ(改定内容に基づき速

やかに対応)
b R6

ｂ(未策定だが必要に応
じ設計変更を実施)

松川村 0.61 R6 0.90 0.96 R6 1.00 a R6
ａ（改定内容に基づき

速やかに対応）
a R6 a（H28.3策定）

白馬村 0.52 R6 0.68 0.00 R6 1.00 a R6 a b R6 a

小谷村 0.76 R6 0.80 0.83 R6 1.00 a R6
a(改定内容に基づき速

やかに対応）
b R6 a

坂城町 0.72 R6 0.80 1.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

小布施町 0.90 R6
第一四半期に９割の発

注を目標とする
1.00 R6 1.00 b R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

b R6
a（R5年度運用開始予

定）

高山村 0.66 R6 0.90 0.00 R6 1.00 b R6 a a R6 a

山ノ内町 0.81 R6 0.90 0.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

木島平村 1.50 R6 現状維持 0.32 R6 1.00 a R6 a a R6 a

野沢温泉村 1.22 R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
0.23 R6 1.00 a R6 a a R6 a

信濃町 1.21 R6 現状維持 0.00 R6 1.00 a R6 a a R6 a

小川村 0.68 R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
0.00 R6 1.00 a R6

ａ（改定内容に基づき
速やかに対応）

a R6 a

飯綱町 0.60 R6
第一四半期に7割の発注

を目標とする
0.38 R6 1.00 b R6 a b R6 a

栄村 0.16 R6
第一四半期に７割の発

注を目標とする
0.00 R6 1.00 a R6 ａ a R6 a

最新の積算基準の適用状況及び基準対
象外の際の対応状況

設計変更ガイドラインの策定・活用状
況

基準値
(R1)

目標 基準値
(R1)

基準値
(R1)

目標目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標

全国統一指標 関東ブロック独自指標
指標① 指標② 指標③ 指標④ 指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況

長
野
県
（

市
町
村
）

発注機関名
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【関東ブロック・国】

２－２ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （業務）

年次 目標値 年次 目標値 年次 内容

0.51 R6 0.50以下 0.75 R6 1.00 24/56 R6 全機関a

関東管区警察局 ー R6 0.50 c R6 a

科学警察研究所 ー R6 0.50 c R6 a

皇宮警察本部 ー R6 0.50 a R6
ａ（受注者へ浸透を図

る）
東京都警察情報通信部 ー R6 0.50 a R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

関東財務局 0.75 R6 0.50 c R6 ｂ

関東信越国税局 ー R3 早期発注に努める b R6 ａ

財務省　東京国税局 ー R6 第３四半期までに完了するよう
努める c R6 a

関東農政局 0.76 R6 0.50 a R6
ａ（受注者へ浸透を図

る）
林野庁関東森林管理局 0.67 R6 0.50 b R6

ａ（R3年度運用開始を
検討）

関東地方整備局 0.63 R6 0.50 a R6
ａ（受注者へ浸透を図

る）
国土交通省関東運輸局 1.00 R6 0.50 a R6 a

国土交通省　東京航空局 0.80 R6 0.50 a R6
ａ（受注者へ浸透を図

る）
国土技術政策総合研究所 0.71 R6 0.50 b R6

ａ（受注者へ浸透を図
る）

関東地方環境事務所 0.65 R6 0.60 c R6 a

北関東防衛局 0.42 R6 0.50 c R6 a

南関東防衛局 0.44 R6 0.50 a R6
ａ（受注者へ浸透を図

る）
東京高等裁判所 ー R6 早期発注に努める c R6

a（R6年度までに運用
開始予定）

全国統一指標 関東ブロック独自指標

国

目標基準値
(R1)

関東ブロック

発注機関名

指標① 指標② 指標③

基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)

目標

地域平準化率
低入札価格調査基準又は最低制限価

格の設定状況
ウィークリースタンスの実施
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２－２ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （業務）

【特殊法人等】

年次 目標値 年次 目標値 年次 内容

東日本高速道路（株）関東支社 0.26 R6 0.40 a R6
a（受注者へ浸透を図

る）

中日本高速道路（株）東京支社 0.25 R6 0.40 a R6
ａ（受注者へ浸透を図

る）

首都高速道路（株） 0.13 R6 0.40 a R6 a

成田国際空港（株） 0.25 R6 0.40 c R6
ａ（受注者へ浸透を図

る）

日本中央競馬会 0.00 R6 現状維持 c R6 a

（国研）科学技術振興機構 ー R6
第４四半期に５割の業
務が完了することを目

標とする。
c R6

a（R5年度運用開始予
定）

（独）国際協力機構 0.33 R6 基準値を維持する c R6
a（R6年度運用開始予

定）

（独）国立科学博物館 ー R6 0.50 c R6 b

（独）国立女性教育会館 ー R6 0.50 c R6 a

（独）国立美術館　国立西洋美術
館

ー R6
第一四半期に５割の発

注を目標とする。
b R6

a（R6年度までに指針
等を整備する）

（独）国立文化財機構　東京国立
博物館

ー R6
第一四半期に５割の発

注を目標とする
a R6 a

（独）国立文化財機構　東京文化財研究
所

ー R6 ー c R6 a

（独）高齢・障害・求職者雇用支
援機構

0.00 R6 0.40 c R6 a

全国統一指標 関東ブロック独自指標

特
殊
法
人
等

発注機関名

指標① 指標② 指標③

地域平準化率
低入札価格調査基準又は最低制限価

格の設定状況
ウィークリースタンスの実施

基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標基準値
(R1)

目標
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２－２ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （業務）

【特殊法人等】

年次 目標値 年次 目標値 年次 内容

（独）中小企業基盤整備機構 ー ー ー ー ー ー

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構
東京支社

0.27 R6 0.40 c R6 a

（独）都市再生機構 0.31 R6 0.40 c R6 a

（独）日本学生支援機構 ー b R6 a（R6年度運用開始予定）

（独）日本芸術文化振興会 ー R6 0.50 a R6
a（R6年度までに運用

開始を目指す）

（国研）日本原子力研究開発機構 0.75 R6

事業の特性及び予算制度等に
より、発注時期及び納期のコ
ントロールが困難なものもあ

るが、平準化に務める。

c R6 a

（独）日本スポーツ振興センター 0.33 R6 現状維持 c R6

a（R6までの運用開始
を目標とします。ただ
し、監督官庁の策定状
況を踏まえ実施しま

す。）
（独）水資源機構 0.51 R6 0.40 a R6 ａ（受注者へ浸透を図る）

（独）労働者健康安全機構 0.50 R6 年間における新規案件が少
ないため目標の設定が困難

b R6 ｂ

（国研）産業技術総合研究所 0.50 R6
必要に応じた、その都度の
単年度発注が主な為、数値
目標を掲げることが困難

c R6
a（R6年度運用開始予

定）

（独）製品評価技術基盤機構 ー b R6
a（受注者へ浸透を図
る）

地方共同法人　日本下水道事業団 0.69 R6 0.40 c R6 a

全国統一指標 関東ブロック独自指標

稼働件数が極端に少ないため、目標設定は不
可能であるが、早期発注に努める。

特
殊
法
人
等

対象件数が少ないため、特定年度での目
標設定は困難。

発注機関名

指標① 指標② 指標③

地域平準化率
低入札価格調査基準又は最低制限価

格の設定状況
ウィークリースタンスの実施

基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標基準値
(R1)

目標
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２－２ 全国統一指標・関東ブロック独自指標 （業務）

【都県・政令市】

年次 目標値 年次 目標値 年次 内容

茨城県 0.44 R6 0.40 0.95 R6 1.00 a R6 a

栃木県 0.39 R6 0.40 0.93 R6 1.00 a R6 ａ（取組を推進する）

群馬県 0.40 R6 0.40 未集計 R6 1.00 a R6 a（ただし災害を除く）

埼玉県 0.47 R6 0.47 0.98 R6 1.00 a R6 a

千葉県 0.50 R6 0.50 0.94 R6 1.00 a R6
a（受注者へ浸透を図

る）
東京都 0.59 R6 0.50 0.00 R6 1.00 a R6 a

神奈川県 0.48 R6 0.48 1.00 R6 1.00 a R6 a

山梨県 0.51 R6 0.50 0.02 R6 1.00 a R6 a

長野県 0.35 R6 現状維持 1.00 R6 1.00 c R6 a

さいたま市（埼玉県域） 0.57 R6 0.50 0.99 R6 1.00 c R6
a（ルールの整備及び取

り組みを実施）
千葉市（千葉県域） 0.59 R6 0.50 1.00 R6 1.00 a R6 a

横浜市（神奈川県域） 0.75 R6 0.50 0.94 R6 1.00 a R6 ａ

川崎市（神奈川県域） 0.61 R6 0.50 未集計 R6 1.00 b Ｒ６ ａ

相模原市（神奈川県域） 0.71 R6 0.50 1.00 R6 1.00 a R6 a

全国統一指標 関東ブロック独自指標

都
県

政
令
市

発注機関名

指標① 指標② 指標③

地域平準化率
低入札価格調査基準又は最低制限価

格の設定状況
ウィークリースタンスの実施

基準値
(R1)

目標 基準値
(H30)

目標 基準値
(R1)

目標
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